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はじめに
このパンフレットは、はじめてNETISを利用される方をイメージして、

資料を作成しています。
詳細はNETIS HPに掲載されているマニュアルや九州技術事務所

HPをご確認ください。

また、国土交通省の発注工事や業務でNETIS技術を活用する際に、
登録や評価が必要になりますので、本資料をご活用ください。



新技術活用スキーム

新技術活用スキームとNETISの概要
公共工事における新技術と目的

公共工事の課題である、コスト・工程の縮減や、品質・安全の確保、環境の保全など

を解決するための優れた技術。

公共工事における新技術とは

公共工事等の品質の確保に貢献し、良質な社会資本の整備を通じて

●豊かな国民生活の実現およびその安全の確保

●環境の保全と良好な環境の創出

●自立的で個性豊かな地域社会の形成等に寄与するものです。

公共工事に関する優れた技術は

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用

していくことが重要です。

優れた技術を持続的に創出していくためには

この目的を達成する仕組みが「新技術活用スキーム」です。

評価会議による効果を公表し、改善点を
通知することで、開発・改良が促進される。

【開発者】

【発注者・施工者】

NETIS

新技術の
活用促進

導入効果の
検証・評価

新技術の
開発・改良

技術登録

評価の公表

活用技術の情報提供

公共工事

開発者

産学官の
評価会議 施工者・発注者

・課題、改善点の把握
・ニーズの把握

情報活用

・コスト縮減
・工期短縮、品質向上など

技術の改善等により新たな技術が開発・
改良され、公共工事での活用が促進される。

現場での新技術活用後に、発注者・施工者
が効果を確認し、新技術の評価が実施される。

【評価会議】

・活用効果調査表に基づき
新技術の評価を実施

新技術活用スキームは、開発された有用な新技術を公共工事で積極的に活用し、効果

活用を検証・評価し、その評価をもとに開発者が新技術の開発・改良するといった持続

的に活用を促進するサイクルを確立しており、その中核となるものがNETIS (新技術情

報提供システム)になります。
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運用開始

改 編

●「新技術情報提供システム(NETIS)」の省内運用

●新技術を現場で活用し、その適用性の評価等を実施

平成10年度

●NETISによる情報の収集及び一般提供

●「新技術活用評価委員会」による適用性等評価の実施

●有用な新技術の公共事業への活用

平成13年度

NETISの原型構築
旧建設省内部で運用

NETISをネット上
で一般公開

再編・強化
(試行)

●「評価施行方式(事前評価→試行→事後評価)」の設定

●「フィールド提供」と「推奨技術選定」の設定

●産学官連携による「新技術活用評価委員会」の拡大・強化

平成17年度

新制度の試行
運用開始

本格運用開始 ●事後評価の実施・徹底及びNETISの再構築

●新技術活用の体系化

(大規模工法を試行・評価し活用する仕組みを位置付け)

●新技術の試行・評価から活用までの道筋の強化

平成18年度

本格運用

運用状況を
踏まえた改正

●事後評価に必要な「活用件数」の緩和

●掲載期限の延長

●効果発現に一定期間を要する技術等に「追跡調査」を追加

平成22年度

改 正

現場導入促進
に向けた改正

●登録申請時及び活用後の評価における技術特性の明確化

(VE、VRの新設)

●テーマ設定型(技術公募)の新設

●「活用促進技術」への集約と「評価促進技術」の新設

平成26年度

改 正

新技術
原則義務化

令和02年度

●直轄工事における新技術活用の原則義務化

●「発注者指定型(選択肢提示型)」の新設

改 正

新技術活用スキームの沿革

NETIS技術
原則義務化

令和05年度

●直轄工事における新技術活用の原則義務化の対象が
NETIS登録技術

改 正

名称変更

令和06年度

●｢新技術活用システム」から「新技術活用スキーム」に変更

●大臣表彰技術等を有用な新技術へ選定

改 正
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NETISとは？

NETIS（New Technology Information System）：新技術情報提供システム

NETIS（ネティス）は、公共工事等で活用する新技術をまとめたデータベースです。

国土交通省が新技術に関わる情報を一般に提供し、新技術の活用を促進する目的
で運用しています。

平成１０年にシステムが構築され、平成１３年度からインターネットで一般に公開、
平成１８年度から本格運用を開始し、数回の改正を経て現行のシステムになりました。

公共工事や業務で活用できる様々な技術（工法・材料・機械・製品・システムなど）
が掲載されています。（R6.4月現在 3,300件）

新技術活用システムにおける新技術の定義

技術の成立性が技術を開発した民間事業者等により、実験等の方法で確認されており、

実用化している公共工事等に関する技術であって、当該技術の適用範囲において、

従来技術に比べ活用の効果が同程度以上の技術又は、同程度以上と見込まれる技術。

論理的な根拠があり、技術的な事項に係る性能・機能等が、当該技術の
目的や国が定める基準等を満足すること

利用者の求めに応じて、当該技術を提供可能な状態にあるもの

技術的事項及び経済性の事項のうち、一部の事項は従来技術より優れて
いるかまたは劣っているが、総合的な効果では従来技術と同一の度合いで
あると判定すること

技術の成立性

実用化

従来技術に比べ
活用効果が同程度以上

従来技術 公共工事において、標準的に使用される技術等

新技術活用システムにおける『新技術』の定義
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新技術データベース『NETIS』の登録から事後評価までの流れ

新技術の開発者が技術を申請し受理されると、申請情報がNETISに登録されます。

また、直轄工事で活用でするとその導入効果を活用効果調査表等によりNETISに登録します。

活用効果調査表が5件以上登録されると、評価会議において事後評価が行われ、評価結果はNETISで公表されます。

申請情報のみ

登 録
開 発 者 事 後 評 価

（R6年4月現在）

約3,300 件登録 有用な新技術に指定

申 請
（申請者）

（技術事務所）

活 用

審 査

公共工事等における新技術活用スキーム

評価情報を掲載

検 索

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的
に活用・評価し、技術開発を促進していくためのスキーム
（平成13年度より運用）

新技術を活用する 5 つの方式

事後評価において、
優れていると判断された技術

施 工 者（受注者）

有用な新技術は、

施工選定型での活用により

工事成績評定へ加点。

総合評価方式へ加点。

技術改善のヒント

▼

技術の

スパイラルアップ

一般公開にて登録技術の活用促進

登 録

▸ 試行申請型 ⇒  申請者（技術開発者）から申請により活用

▸ フィールド提供型 ⇒  ニーズがあった新技術を民間から募集し活用

▸ テーマ設定（技術公募）⇒ 技術募集テーマ等に基づき新技術を民間から募集し活用

■一般的な活用方式

▸ 発注者指定型 ⇒ 発注者の指定により活用

▸ 施工者選定型 ⇒ 施工者らの提案に基づき活用

■新技術の活用を促す取組

公共工事等に関する実用
化された技術を申請登録

直轄工事や業務において、
施工条件に適した新技術
を活用

技術の成立性や活用効果
などを総合的に評価実

用

化

●技術開発

の改良

●技術の開発

事後評価

技術の成立性や活用効果
などを総合的に評価

▸ 推奨技術

▸ 準推奨技術

▸ 評価促進技術

▸ 活用促進技術（地整評価）

▸ 申請情報【 A 】 ⇒ 10年

▸ 評価情報【VE・VR】 ⇒ 10年

▸ 推奨技術もしくは準推奨技術 ⇒ 15年

地方整備局ごとに評価
会議を開催

（スキーム会議）

（評価会議）

国交省にてスキーム
検討会議を開催

・活用計画書

・実施報告書

・活用効果調査表

推 薦選 定

選 定

・キーワード

・工種

・有用な技術

・期待する効果

技
術
で
活
用
調
査
結
果
が
５
件
以
上
登
録・書類不備の有無

・新技術であるか

・再申請でないか

・従来技術の適否

評 価

申請情報
登 録

受 理

修正依頼

申請情報＋評価情報

約850 件登録

評価結果をフィードバック ＮＥＴＩＳ

NETISの掲載期間

Web上で情報提供（公開）
https://www.netis.mlit.go.jp

新技術データベース『NETIS』

（国交省事業）
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NETIS掲載技術は、登録番号によって管理されています。
どの地域でどの時期に登録された技術なのか、その技術がどの状況なのか表示されています。

番号末尾のアルファベットは、登録当初は全て「A」であり、活用した実績により事後評価
を行い、その結果によって「VR」「VE」となります。

Ａは 、Application （申請）
ＶＲは、Value Re （再評価）
ＶＥは、Value End （評価終了）

QS – ２４ ０００１ - A

登録地整
の記号

登録年度
（西暦）

年度毎の
登録番号

情報種別
記号

A

V R

V E

： 未評価の技術（評価情報が未掲載の技術）

： 評価の結果、継続調査等の対象とする技術

： 評価の結果、継続調査等の対象としない技術

3桁目に「K」がついているものは、
「港湾NETIS」の登録技術 例：QSK、KTK

HK
TH
HR
KT
CB
KK
CG
SK
QS
OK

HOKKAIDOU:  北海道
:  東 北
:  北 陸
:  関 東
:  中 部
:  近 畿
:  中 国
:  四 国
:  九 州
:  沖 縄

QYUSHU

NETIS登録番号

NETISの掲載情報（申請情報・評価情報）

「申請情報」に記載されている内容は、技術の名称、概要、特徴、用途、実績、活用の効果

など、NETISの申請者が登録申請書類に記載した情報です。

末尾のアルファベット（Ａ）の技術は、申請情報のみが掲載されています。

NETISは、申請情報と評価情報から構成されています。

「評価情報」は、評価会議で審議した事前審査や、実際に現場で活用した結果を元にした

事後評価の結果が掲載されています。

末尾のアルファベット（VR・VE）の技術は、申請情報に加え評価情報が掲載されています。

申請情報 評価情報

5



発注者指定型 ･･･････････････････････････････ 発注者が個別にNETIS技術を指定し活用

発注者指定型（選択技提示型）･･･････････ 発注者が対象とするテーマと複数のNETIS技術を提示し、契約後に施工者がNETIS技術を選択し活用

新技術の活用の型について

直轄工事においてNETIS技術を活用する場合、５つの活用型式から選択しており（P4参照）、
九州では『発注者指定型』と『施工者選定型』が多く活用されています。

【活用例】施工の主体となる技術が多く活用されています。 【活用例】

・地盤改良工
・ボックスカルバート工
・グランドアンカー工
・河川護岸工
・橋梁耐震補強工
・機械設備
・橋梁補修補強工 など

・UAV等による3次元測量
・仮設ハウス
・仮設トイレ
・情報共有システム
・ICT建設機械
・安全灯、照明灯
・工事看板
・ｺﾝｸﾘｰﾄの品質向上技術 など

発注者指定型 施工者選定型

現場ニーズなどにより、必要となる新技術を設
計段階で検討し、発注者が指定して活用するタ
イプ

施工者（受注者）からの提案に基づき工事内容
に適した新技術を選定して活用するタイプ

活用形式は活用計画書の作成の際に、「活用等の型」を選択します。
発注者指定型、施工者選定型にもそれぞれ選択がありますので、作成の際はご注意ください。

施工者選定型（契約後提案）･･････････････ 施工者が対象とNETIS技術を原則１つ以上選定して活用

施工者選定型（総合評価技術提案） ･････ 総合評価落札方式における技術提案に基づき、施工者がNETIS技術を活用

ＮＥＴＩＳへの掲載期限は、当初に登録した日の翌年度の４月１日から起算して
１０年を経過した日までとなります。

「推奨技術」「準推奨技術」に選定された場合の掲載期限は、当初に登録した日
の翌年度の４月１日から起算して１５年を経過した日までとなります。

NETISの掲載期間

VE

の付与

掲載期間の原則

掲載期間 10 年

事後評価を実施された場合(推奨技術等除く)

VR・VE

の付与
事後評価
を実施

推奨・準推奨技術に選定された場合

推奨・準推奨

技術に選定
事後評価

を実施

活用促進技術

【本省】新技術活用スキーム検討会議で選定

▼掲載開始（登録した日の翌年度の４月１日から）

Ａ

の技術

VR・VE

の技術

VEで推奨技術

に選定の場合

掲載期間 10 年

掲載期間 15 年

▼掲載終了

【地整】評価会議で付与

【地整】評価会議で選定

推薦
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活用効果調査表等の作成について

新技術(活用前） 新技術(活用後）

■新技術活用計画書 ■実施報告書

NETIS掲載された技術を直轄工事で活用した際は、従来技術に対する導入効果を確認する

ための調査を行います。

調査内容は、「新技術活用計画書」「実施報告書」「活用効果調査表」があり、

NETISから作成・登録が必要です。

新技術の活用前に、新技術を活用

する期間や活用理由などを記載。

新技術の活用後に使用した際の数
量や施工の概要を記載。
（図面等を添付）

現場での新技術の効果に関して、
申請情報の従来技術に対する優位
性を記載。

■活用効果調査表

NETISの末尾の記号（Ａ・ＶＲ・ＶＥ）によって、調査内容が異なります。

実施報告書、活用効果調査表は、Ａ・ＶＲの技術が対象です。

新技術活用における期待される効果

公共工事等に関する優れた技術は、良質な社会資本整備の促進に寄与します。

発

注

者

コスト縮減を踏まえた
工事発注、調査設計業務発注

事業のスピードアップ

適切な品質確保

維持管理の効率化

工事効率化等による工期短縮

適切な管理による品質確保

省エネルギー、省資源化

総合評価方式、工事成績評定
の加点対象

開発技術の活用・評価

工事における活用機会増加

技術開発のスパイラルアップ

施

工

者

開

発

者

新技術の活用によって、発注者、施工者、開発者に以下の効果が期待されます。

（Ａ・ＶＲ・ＶＥ） （Ａ・ＶＲ）

7



事後評価において、従来技術と比べて優れていると判断された新技術は、有用な新技術として
選定されます。

・総合的に活用の効果が優れている技術

・特定の性能又は機能が特に優れている技術

・特定の地域のみで普及しており、全国に普及することが有益と判断される技術

・その他評価会議が選考し指定する技術

新 技 術 活 用 評 価 会 議 （ 地 方 整 備 局 ）

推 薦

有用な新技術

※平成26年4月1日より、従来の「活用促進技術」「設計比較対象技術」「少実績優良技術」
を「活用促進技術」に統合

新技術の活用時には、活用効果調査を行います。

活用効果調査表が5件以上蓄積したら、大学、産業界、研究機関、行政からなる
新技術活用評価会議で技術特性などが評価されます。

活用効果調査と事後評価

新技術活用スキーム検討会議（全国）

・公共工事等に関する技術の水準を一層高めるために選定された画期的な新技術推 奨 技 術

・推奨技術と位置づけるためには更なる発展を期待する部分がある新技術準推奨技術

6件

21件

活用促進技術 243件

評価情報 708件

申請情報 3,503件

選 定

評 価

※「VE」技術は、
活用効果調査表の作成が不要です。

活用効果

調査表

新技術活用

計画書

活用後

活用効果調査 活用評価蓄 積

整備局の評価会議

事
後
評
価
結
果

事後評価の流れ（発注者指定型、施工者選定型）

１回目は５件以上 （A対象）
２回目以降は１０件以上（VR対象）

A、VR、VE A、VR

評価によって情報種別記号
が変わります
A ⇒ VR、VE
VR ⇒ VR、VE

施工者、発注者が登録

※

開発者へフィードバック技術の
開発・実用化

技術登録

活用効果

調査表
活用効果

調査表
活用効果

調査表
活用効果

調査表
活用効果

調査表
活用効果

調査表

５件以上

従来技術に
対する総合的
な評価を行う

NETIS技術

（R6年5月現在）8



インターネットを通じてNETISにアクセスすると、以下のトップ画面が表示されます。

検索方法は、キーワード検索、工種、有用な技術、効果などを選択が可能です。

NETISの登録情報は随時更新されており、変更や掲載中止になる技術もありますので、

工事等で使用申請をする前に、最新の登録情報を確認してください。

【NETIS TOPページ】

❹期待する効果を選択すると表示されます。❹期待する効果を選択すると表示されます。

❶～❹の条件を入力・選択したら、
最後にクリック。
❶～❹の条件を入力・選択したら、
最後にクリック。

検索技術名称・NETIS登録番号を入力し「この条件で検索」をクリックする
と検索できます。
また、アルファベットは大小文字検索可能です。
末尾にある「情報種別記号」を除いた記号番号を入力してください。

レベル１から４までに分類された工種を絞り込むことができます。

チェックを入れて検索すると、有用な技術を絞り込むことができます。

経済性、工程、品質、安全性、施工性、周辺環境のうち期待する効果で
絞り込むことができます。

NETIS 検索方法について

❶キーワードで検索できます。❶キーワードで検索できます。

❷工種で検索できます。❷工種で検索できます。

❸有用な新技術を選択すると表示されます。❸有用な新技術を選択すると表示されます。

「マニュアル／ＦＡＱ」では実施要領
や操作説明が確認できます（P12参照）
「マニュアル／ＦＡＱ」では実施要領
や操作説明が確認できます（P12参照）
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NETISの検索(工種)

ＮＥＴＩＳの登録番号や、ＮＥＴＩＳの製品名等がわかっている場合は、

検索キーワードを入力してください。

キーワード入力による検索！

レベル4までの工種に分類されているので、絞り込むことができます。

工種で絞り込む！

❶ 検索技術名称・NETIS登録番号の
キーワードを入力
※NETIS番号で検索する場合、末尾の識別記号

「－Ａ」は、「ＶＲ」や「ＶＥ」に変更する場合が
あるので入力はしません。

❷ 「この条件で検索」をクリック
※【キーワード検索条件を追加】で対象の

両単語とも含まれる技術を検索できます。

❸ 該当する技術が表示される

QS-240001 -A

末尾の識別記号は
入力しない

レベル1 レベル２ レベル３ レベル４

NETISの検索(キーワード)

➊キーワード入力

➊工種を選択

❷クリック

❸NETIS技術表示

工種（レベル1）：
土工、共通工、基礎工、仮設工、コンクリート工、河川海岸、
河川維持、砂防工、舗装工、付属施設、道路維持修繕工、
共同溝工、トンネル工、橋梁上部工、公園、ダム、シールド、
推進工、上下水道工、機械設備、建築、建築設備（電気）、
建築設備（機械）、環境対策工、調査試験、ITS関連技術、
電気通信設備、港湾・港湾海岸・空港、空港土木、空港舗装工、
柵工、撤去工、その他

❷クリック

❸NETIS技術表示
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NETISの検索(期待する効果)

活用の効果の高い「有用な新技術」を検索することができます。

有用な新技術を選択！

経済性、工程、品質、安全性、施工性、周辺環境のうち期待する効果で絞り込むこと
ができます。

新技術に期待する効果で絞り込む！

NETISの検索(有用な新技術)

（令和6年5月現在）

※活用促進技術から推薦され、

有用なNETIS技術
が表示

NETIS技術
が表示
NETIS技術
が表示

❶有用な技術を選択

有用な新技術
・推奨技術 (006件）
・準推奨技術 （021件）
・評価促進技術 （003件）
・活用促進技術 （238件）

➊工種を選択

❷期待する効果を選択

（例）道路維持工事で工期短縮できる

新技術があるかを検索する場合

工種で道路維持修繕工を選択し

さらに工程の短縮に を入れて検索する。

❷クリック

❸クリック

❹NETIS技術表示

❸NETIS技術表示
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ＮＥＴＩＳ掲載期限を迎えた技術は、ＮＥＴＩＳホームページに「掲載期間終了技術」の リスト
が掲載されます。

マニュアル/FAQ

NETISトップページ NETIS操作マニュアルマニュアル/FAQのページ

NETIS掲載期間終了技術リスト

NETISの操作マニュアル等については、「マニュアル/FAQ」のページに掲載されています。

NETIS 検索方法（掲載期間終了技術）

❶右端のタブを
クリック
❶右端のタブを
クリック

❷「NETIS操作マニュアル」へ
のリンクをクリック
❷「NETIS操作マニュアル」へ
のリンクをクリック

・「公共工事等における新技術活用システム実施要領」（以下、「実施要領」という）で定めるNETIS掲載期間を終了した技術を掲載します。

　 ただし、平成27年度以前に掲載期間を終了した技術で、申請者に掲載意思の確認が取れていない技術は掲載しておりません。

・掲載されている技術は、実施要領で定める技術ではありませんので、実施要領でいう「新技術の活用」の対象とはなりません。

  ・掲載されている技術に関する情報は、NETIS掲載期間終了後から更新しません。

※評価済みの技術については、「活用状況」欄にNETIS掲載期間内の大まかな活用件数を記す。☆＝500件以上、◎=100件以上、○=50件以上、□=20件以上

開発会社（問合せ先）

※（）内の開発会社名は、掲載期間終了後、登録申請者からの報告に基づく情報です。
    内容について国交省が責任を有するものではありません。

1 グラスカル QS-030071 道路維持修繕工 道路除草工 インフラテック株式会社 未評価 H14.3.31

2 管路防護鉄板 KT-030039 共同溝工 電線共同溝工 佐藤鉄工株式会社 未評価 H14.3.31

3 ダクタルフォーム HR-030023 コンクリート工 コンクリート工 太平洋セメント株式会社 未評価 H14.3.31

4 ファイバーユニット(袋型・箱型) QS-980063 河川海岸 袋詰玉石工 前田工繊株式会社 未評価 H14.3.31

5 法面緑化工法「SN緑化万能マット工法」 CB-030034 共通工 法面工 株式会社新日本緑化 未評価 H14.3.31

6 ペ-ブマットPEV-10 CB-980092 河川海岸 その他 ドレイン工業株式会社 未評価 H14.3.31

7 メンテグリーン工法 CB-990069 共通工 法面工 日本植生株式会社 未評価 H14.3.31

8 フライアッシュ・プレ基礎ブロック工法 KK-030020 共通工 擁壁工 南和産業株式会社 未評価 H14.3.31

9 電線共同溝用鋳鉄製コンクリート蓋 KT-000092 共同溝工 電線共同溝工
日本共同溝工業会

（H28.5時点の開発会社（問合せ先）名：CRC蓋工業会）
未評価 H14.3.31

10 アメニファルトS CB-980070 舗装工 アスファルト舗装工 日本道路株式会社 未評価 H14.3.31

11 植生基盤工「バイオ・エスプラン工法」 CB-990096 環境対策工 生物・生態保全対策工 株式会社 環境技建 未評価 H14.3.31

12 スプリットマック KT-010213 舗装工 アスファルト舗装工 鹿島道路株式会社 未評価 H14.3.31

13 三次元映像化装置 KT-020030 調査試験 構造物調査 三井造船株式会社 未評価 H14.3.31

14 浄化型緑化護岸 KT-020040 河川海岸 多自然型護岸工 大日本土木株式会社 未評価 H14.3.31

15 鋼製多孔管 NPS-mini[エヌピーエス・ミニ] QS-000016 共同溝工 電線共同溝工 野地テック株式会社 未評価 H14.3.31

NETIS掲載期間終了技術リスト

　※　活用状況
NETIS

掲載期間終了日
番号 NETIS登録時の技術名称 旧NETIS番号 分類１ 分類２

技術の優位性
(技術の位置付け )
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試行実証評価、活用効果評価を
クリックすると結果を閲覧できます。
試行実証評価、活用効果評価を
クリックすると結果を閲覧できます。

有用な技術に指定されている
場合は赤字で表示されています。
有用な技術に指定されている
場合は赤字で表示されています。

閲覧したい項目をクリックします。

【従来技術との比較】
新技術開発者が一般的な条件での従来技術を設定し、
新技術との比較を行った場合の効果および根拠などが
掲載されています。

閲覧したい項目をクリックします。

【従来技術との比較】
新技術開発者が一般的な条件での従来技術を設定し、
新技術との比較を行った場合の効果および根拠などが
掲載されています。

各々の新技術の閲覧画面には、評価情報、技術の位置づけや、技術概要等の情報が掲載
されています。

【技術毎の閲覧ページ】

NETIS 検索方法（各技術の詳細情報）

評価の詳細は P1４

有用な技術の紹介は P5３～
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事後評価の活用時の活用評価結果（所見・留意事項）や活用効果調査結果（A～D評価）が

記載されていますので、活用を検討する際の参考としてください。

QS-＊＊＊＊＊＊-VE

活用効果評価における
「所見」「留意事項」等
活用効果評価における

「所見」「留意事項」等

活用効果調査結果活用効果調査結果

事後評価の凡例

極めて優れるA

優れるB

従来技術と同等C

従来技術より劣るD

NETIS 検索方法（活用効果評価結果）
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NETISの登録申請について
【登録】NETIS登録までの流れ（九州技術事務所）

➢登録申請相談に当たっては、NETISシステムの事前相談フォームより申請してください。

➢事前相談の前に必ず右記資料を熟読ください。・実施規約、実施要領、申請マニュアル※NETISの「マニュアル」ページに掲載（P12参照）

➢申請書類作成効率化のため、九州技術事務所ホームページ内の新技術サイトを参照願います。・「申請書類の作成ポイント」を掲載

NETIS申請者 申請・相談窓口 ｵﾝﾗｲﾝｵﾝﾗｲﾝ

事前相談フォーム入力事前相談フォーム入力
内容確認
・登録可否判断
・従来技術判断 等
・申請用ID・パスワードの付与

内容確認
・登録可否判断
・従来技術判断 等
・申請用ID・パスワードの付与

事前相談内容の承認事前相談内容の承認

申請書類の作成・提出申請書類の作成・提出 申請書類の受付申請書類の受付

・様式１ 登録申請書
・様式２ 技術概要説明資料
・その他添付資料（根拠資料など）

申請受理の
要件確認

申請受理の
要件確認

NG申請書類の
追加・修正依頼

申請書類の
追加・修正依頼申請書類の追加作成・提出申請書類の追加作成・提出

OK

申請書類の受理申請書類の受理

NETIS登録NETIS登録受領及び登録の通知受領及び登録の通知

事
前
相
談

申
請
手
続
き

・作業申請手続きへ移行

・申請内容の確認
・知的財産権の確認 など

NETIS登録を希望する技術がある場合、まずは、NETISホームページから「事前相談」フォームに

必要事項を記入し送信してください。

❶「登録申請/変更・更新/事前相談」をクリック❶「登録申請/変更・更新/事前相談」をクリック

❷「作成」をクリック❷「作成」をクリック

❸「事前相談」フォーム
必要事項を記入・送信

❸「事前相談」フォーム
必要事項を記入・送信

※事前相談中の入力内容
を編集・閲覧する場合は
「こちら」をクリック

※事前相談中の入力内容
を編集・閲覧する場合は
「こちら」をクリック

❶事前相談について

「マニュアル／ＦＡＱ」では実施要領
や操作説明が確認できます（P12参照）

ID・パスワードでログイン

・事前相談内容の確認
・質問・追加資料の依頼 など

申請内容について質問・回
答追加資料、の依頼をシス
テムよりメールされますの
で必ずシステム上で回答願
います。
事前相談内容が確認できま
したら申請手続きへ移行し
ますので申請手続きを行っ
てくださいの確認等

事前相談から登録までの期
間は以下のような状況です。

・最短３ヶ月程度
・平均半年程度

申請書類の追加・修正依頼
はｼｽﾃﾑよりメールで行いま
すので修正後は、登録して
下さい。
申請書類の内容の確認の際、
メール、電話等を利用しま
すが、必要に応じてＴＶ会
議等の打合せをお願いする
ことがあります。

前回の打合せより６ヶ月以
上連絡が取れない場合、受
付を中止する場合がありま
すので、ご注意ください。

実施要領3.1.(８)
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工種名
レベル２

区分
レベル１

軟弱地盤処理工共 通 工
深層混合処理工共 通 工
薬液注入工共 通 工
構造物とりこわし工共 通 工
堤防天端補修河川維持
芝張替工河川維持
伐木除根工河川維持
ボーリンググラウト工河川維持
共同溝工(現場打ち)共 同 溝工
共同溝工(プレキャスト)共 同 溝工
電線共同溝工共同溝工
観測井戸設置工共同溝工
施工管理共同溝工
その他共同溝工
コンクリートダム堤体工ダ ム
基礎処理・ボウリング工ダ ム
ダム仮設工ダ ム
地盤沈下対策工環境対策工
地質調査調査試験
分析・予測システム調査試験
その他調査試験

ＮＥＴＩＳシステムより申請し、工種毎に担当地方整備局の窓口が受付し対応します。

担当地方整備局の窓口の確認方法

NETISのトップページから、
「マニュアル/FAQ」タブを選択

NETISのトップページから、
「マニュアル/FAQ」タブを選択

NETIS登録申請受付事務所一覧NETIS登録申請受付事務所一覧

九州地方整備局
受付担当工種一覧
（抜粋資料）

登録申請における受付地整は工種別一覧により相談窓口が異なります。

NETIS登録申請受付窓口について

※工種は、事前相談時に登録
された分類です。
主となる新技術として活用
される分類を記入してください。
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ＮＥＴＩＳ登録申請書類には、登録申請書（様式 1）および技術概要説明資料（様式 2）
があります。
記載内容については、ヒアリング等により担当相談窓口が確認を行います。

事前相談完了後、申請資料はNETISホームページからオンラインにて作成・申請を

行ってください。

❸発行された申請用のID・
パスワードでログイン
❸発行された申請用のID・
パスワードでログイン

❶「登録申請/変更・更新/事前相談」をクリック❶「登録申請/変更・更新/事前相談」をクリック

❷事前相談完了後の登録申請手続き中
の入力内容を編集・閲覧する場合は
「こちら」をクリック

❷事前相談完了後の登録申請手続き中
の入力内容を編集・閲覧する場合は
「こちら」をクリック

➎様式作成後、
「受付窓口へ提出」

をクリック

➎様式作成後、
「受付窓口へ提出」

をクリック５

❷申請書類の作成について

様式 -2様式 -2

様式 -1様式 -1

❹編集・閲覧
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イ 申請技術の原理が、NETIS 登録技術（過去にNETIS 登録技術であったものを含む。）

と同じ又は酷似している

ロ 申請技術の適用範囲、適用効果が、イのNETIS 登録技術と同じ又は概ね同等である

ハ 申請技術の技術開発者が、イのNETIS 登録技術の技術開発者と同じ又は同系列の組織

に属している等イのNETIS 登録技術の技術開発者の関係者とみなすことができる

実施要領3.1 (8)申請受理の要件より

※類似のNETIS登録技術についても申請者の方でNETISで検索を行い確認をしてください。

同一技術の再申請とは、以下の３つの項目すべてに該当する場合をいいます。

ＮＥＴＩＳ登録にあたっては、下記の内容確認を行います。

実施要領3.1 (8)申請受理の要件より

① 登録申請書類に不備（記載事項の遺漏）がないこと

② 申請技術が新技術であること

③ 同一技術の再申請でないこと（「3.2.6 NETIS 掲載情報の変更・更新」によるNETIS登録

技術の内容等の変更申請の場合を除く。）。

ここに「同一技術」とは、以下のすべてに該当するものをいう。

イ 申請技術の原理が、NETIS 登録技術（過去にNETIS 登録技術であったものを含む。）

と同じ又は酷似している

ロ 申請技術の適用範囲、適用効果が、イのNETIS 登録技術と同じ又は概ね同等である

ハ 申請技術の技術開発者が、イのNETIS 登録技術の技術開発者と同じ又は同系列の組織に

属している等イのNETIS 登録技術の技術開発者の関係者とみなすことができる

④ 登録申請書類に記載する従来技術（以下「登録申請書類に記載の従来技術」という。）が、

当該技術の評価の比較対象として適切であること

NETIS登録にあたって

同一技術の再申請
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従来技術が適切であるか確認を行います。

登録申請書類に記載する従来技術（以下「登録申請書類に記載の従来技術」という。）が、

当該技術の評価の比較対象として適切であること

従来技術の設定について

従来技術は、申請技術の比較対象となる技術で、評価する際の比較基準となります。

なお、従来技術は過去に自社で開発されたもの、自他社においてＮＥＴＩＳに登録されている

技術は不可とし、工法・機械等については、「国土交通省土木工事標準積算基準」、「港湾土

木請負工事積算基準」等に記載されている工法から選定して下さい。

材料等については、一般的に使用されているものから選定して下さい。

「申請マニュアル」p.23より抜粋

なお、従来技術の設定にあたっては、条件が合致する技術を選定する必要があります。

例えば、仮設で鋼矢板を打ち込む新技術で、騒音・振動の低減を目的とする新技術であった

場合、従来技術は、「バイブロハンマ工」では無く、「油圧圧入工法」が従来技術となります。

更に、新技術の売りが、転石等があった場合でも適用可能であれば、従来技術は「油圧圧入工法

（ウォータージェット併用）」となります。

実施要領3.1 (8)申請受理の要件より

その他申請にあたっては、下記を留意してください。

① 申請者が全ての資料を作成する必要があります。

また、申請された記述内容を確認するための裏付け資料も提出して頂きます。

作成にあたっては、記入例などを参考にしてください。

② 申請費用はかかりませんが、資料作成やヒアリング時の交通費などは申請者負担と

なります。

③ 申請技術について特許権等知的財産権（申請中も含む）の有無を確認してください。

【実施要領3.1 (9)知的財産権の確認】

④ NETIS掲載情報は、新技術活用に当たっての参考情報といった性格のものです。

登録が完了したからといって、国交省が当該技術に関して証明、認証するものでは

ありません。

また、登録後、国交省等で活用を約束するものでもありません。

従来技術の設定

その他申請にあたっての留意事項
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国土交通省では、建設現場におけるイノベーションの推進や生産性向上を図るため、

新技術・新工法・新材料の導入・利活用を加速化に取り組んでおり、更なる活用促

進のために直轄土木工事（港湾空港関係工事、官庁営繕工事は除く）において新技

術活用を原則義務化しています。

特記仕様書（記載例）

第〇条 新技術の活用「施工者選定型」

1. 本工事は、施工者が原則 1 技術以上の新技術を選定したうえで活用を

図る新技術活用工事である。

ただし、発注者指定型または、発注者指定型（選択肢提示型）により

新技術を活用する工事の場合、この限りではない。

活用効果調査表等の作成について
直轄工事における新技術活用の義務化

第〇条 新技術の活用

３．受注者は、新技術を活用する場合、以下の内容を新技術情報提供システム

（NETIS）に登録しなければならない。

１）新技術活用計画書・実施報告書

２）活用効果調査表

ただし、継続調査が不要と判断された技術（NETIS登録番号の末尾が「-VE」とさ

れている技術）は実施報告書及び活用効果調査表の登録は要しない。

国土交通省の直轄工事を実施するにあたり、特記仕様書においてNETIS登録の技術を

活用した場合は、活用効果調査表等をシステムに入力・登録するよう規定されています。

※末尾記号がVEの技術については、新技術計画書のみを登録

特記仕様書（記載例）

直轄工事でNETIS登録の技術を活用した際の登録
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総合評価落札方式で新技術の提案をすると加点の対象となることがあります。

新技術を施工者選定型で活用すると工事成績評定において加点されます。

総合評価方式における入札契約手続き（オプション項目）

NETIS登録の新技術の活用等を行う提案

加点の対象となることがある

工事成績評定

施工者選定型でNETIS登録された新技術を活用し
活用の効果が確認できた場合

工事成績評定で加点

工事成績評定加点の考え方

※有用とされる技術を用いた場合は ＋１点（有用な技術：推奨技術、準推奨技術、 評価促進技術、活用促進技術）

相当程度：大幅な工期短縮や飛躍的な施工の効率化が図られた技術など、工事推進に対して大きな効果をもたらしたものとする。

一定程度：従来技術と比較して効果が認められる技術であっても、活用した工事全体としては影響が小さいものとする。
例えば使用する材料のみの技術等は一定程度とする。

施工者による新技術の活用を促進するため、施工者選定型で「新技術（NETIS）」を活用
した場合、工事成績評定で加点措置を行うこととしています。

事後評価 実施済 技術の活用

活用の効果が一定程度 2 0.8点

加 点
令和６年度4月1日以降に
入札公告を行った工事

加 点
令和５年度以前に

入札公告を行った工事

評 価技 術

23活用の効果が相当程度

事後評価 未実施 技術の活用 12活用の効果が一定程度

－1活用の効果が従来技術と同程度

加 点加 点評 価技 術

1+1※12+1※1活用の効果が相当程度

事後評価 実施済 技術の活用
0+1※11+1※1活用の効果が一定程度

－0+1※1活用の効果が従来技術と同程度

令和６年度4月1日以降に入札公告を行った工事から、NETIS登録技術を活用した場合の
工事成績評定での加点が変更されました。

直轄工事における工事成績評定での加点

直轄工事における新技術活用のメリット

※1「有用とされる技術」を用いた場合は+1点 21



業務共通仕様書に新技術活用について明記されており、新技術やNETIS掲載終了

技術を比較検討するよう規定されています。

土木設計業務等共通仕様書 抜粋

12. 受注者は、概略設計又は予備設計における比較案の提案、評価及び検討をする場合に

は、従来技術に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利用し、有用な新技

術・新工法を積極的に活用するための検討を行うものとする。なお、従来技術の検討にお

いては、ＮＥＴＩＳ掲載期間終了技術についても、技術の優位性や活用状況を考慮して検

討の対象に含めることとする。

また、受注者は、詳細設計における工法等の選定においては、従来技術（ＮＥＴＩＳ掲

載期間終了技術を含む）に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利用し、

有用な新技術・新工法を積極的に活用するための検討を行い、調査職員と協議のうえ、

採用する工法等を決定した後に設計を行うものとする。

設計段階（コンサルタント業務）における新技術の検討

業務（調査・測量等）において新技術を活用する場合

活用前 ： 新技術活用計画書

活用後 ： 実施報告書・活用効果調査表
の登録が必要

測量業務共通仕様書 第141条 新技術の活用について

地質・土質調査業共通仕様書 第141条 新技術の活用について

土木設計業務等共通仕様書 第1140条 新技術の活用について

（※ただし、「-VE」技術については、新技術活用計画書の登録のみ）

業務（調査・測量等）において、新技術を活用した場合も調査表などの登録が必要です。

設計業務における新技術の活用の際の登録
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活用効果調査表は、新技術活用計画書、実施報告書、活用効果調査表（発注者用、施工者用）

で構成されており、新技術活用前に計画書、活用後に実施報告書、活用効果調査表を作成して

ください。

※システム画面は、一部簡略化しています。

新技術活用前（VE Ａ VR） 新技術活用後（Ａ VR）

■新技術活用計画書 ■実施報告書

■活用効果調査表

活用効果調査表の構成

  新技術の活用理由等

 活用効果調査

現場で
新技術活用

新技術活用計画書 実施報告書

活用効果調査表

  活用技術、工事概要

新技術活用計画書

 施工概要等

活用効果調査表

新技術の施工期間や活用理由等
について記入してください。

実施報告書

新技術の対象数量等の施工概要
を記入してください。

従来技術と比較した、新技術の活
用の効果を評価し、記入してください。
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NETISシステム操作について

1.NETISの原則義務化

・直轄工事においては、原則1技術以上の新技術を活用しなければならない。

2.ID、パスワードの申請

・活用効果調査表作成のIDとパスワードは1工事毎に申請が必要です。

紛失しないよう保管を！

3.新技術活用計画書、実施報告書および活用効果調査表の作成について

3-1.保存について

・120分でタイムアウトするため一時保存を行ってください。

3-2.計画書の作成について （活用前）
・活用等の型を忘れずに選択してください。

・計画書を作成し、「記入完了」に して登録してください。

3-3. 「A」「VR」技術について （活用後）

・実施報告書を作成し「記入完了」に してください。

・すべての項目のコメントを記入してください。（当該技術に関連しない場合も）

・活用効果調査表を作成し 「記入完了」に して登録してください。

3-4. 「VE」技術について （活用後）

・実施報告書、活用効果調査表の作成・登録は不要です。

※活用効果調査表などは登録完了後は閲覧できないので、必要に応じて事前に保存してください。

使えない調査表

活用効果
調査表

活用効果調査表が
５件蓄積されても

不備のある
活用効果調査表

調査表の５件のうち内容に不備があれば

評価に使えないことがあります。

調査表の内容ついて疑義があると、再確認する場合があります！

調査表の内容について疑義があると、事後評価の際〔数年後〕に問合せが来る場合があります。

不備のない厳正な調査表の作成

活用効果調査表は、直轄工事等で活用された新技術の有用性を検証し評価することを

目的とした、事後評価にかかせない重要な基礎資料です。厳正な評価をお願いします。

活用効果
調査表

評価可能な調査表

活用効果
評価会議

調査表が５件に満たないため、

評価会議で評価されず、事後評価ができない。

４件

１件

活用効果調査表が
５件以上で実施

活用効果調査の重要性

24



調査者（施工者） 調査者（発注者） 九州技術事務所

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ受領

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ
の発行

計画書

計画書「記入完了」に

実施報告書、
調査表（施工者用）

作成・登録

実施報告書「記入完了」に
調査表 「記入完了」に NETIS登録

調査表 「記入完了」に

1工事毎に申請する

修正あり 修正なし

修正あり

修正なし

「活用等の型」を忘れずに選択

活用調査表

実施報告書

（A・VRのみ）

「活用等の型」を選択
計画書「記入完了」に

登録

修正あり 修正なし

【
発
注
者
指
定
型
】

【
施
工
者
選
定
型
】

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

【VEについて】
実施報告書、活用効果調査表の
作成・登録は不要です。

【活用前】

【活用後】

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

VEの場合

VEの場合

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ申請情報
確認

計画書確認・登録

修正依頼受領
連絡

（口頭等）

記入内容確認

記入内容確認

NETIS登録

調査表（発注者用）
作成・登録

修正依頼

登録

修正依頼受領

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ申請

計画書作成・登録

修正依頼

記入内容確認

修正依頼修正依頼受領

計画書作成・一時保存

計画書確認

通知
（自動メール）

連絡
（口頭等）

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

※ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞは、
発注者からでも申請できます。

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ
承認、発行

受注者記入内容確認

P26～

P28～

P30～

P36～

オンライン活用効果調査表作成の実施フロー
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❶ ID/パスワードの申請方法 1

NETISのトップページから、
「活用効果調査表/活用計画書」タブを選択

活用効果調査表等作成のID・パスワードは１工事毎に申請が必要です。

WEB活用効果調査表の「作成」を選択

ID/パスワードの申請は、WEB活用効果調査表の「作成」をクリックしてください。
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「ログインIDパスワードを新規登録」を選択

ID/パスワードの申請フォーム

新規登録フォームの全ての項目を入力してください。

ID/パスワードによるログイン画面が表示されますが、

ここでは、ログインIDパスワードを新規登録のボタンをクリックしてください。

❸コリンズ番号は１０桁の数字を入力
【注意点】設計書番号ではありません。

❻技術活用提案日

❷正確な情報を入力
【注意点】年度や文字抜けがあります。

❺新技術のNETIS番号
【注意点】情報識別記号「A、VR、VE」の入力はしない

❹担当職員と事前に打合せの上で職員氏名とメールアドレスを入力

❶

❷
❸

❹

❺ ❻

❼

❶施工会社等の名称を入力
【注意点】国土交通省は発注者なので間違えて入力しない。

❶～❻登録フォームの必要事項を
入力し最後に❼申請をクリック

設計書番号を入力すると工事情報が表示されます
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新技術活用前に「新技術活用計画書」の登録が必要です。

【新技術活用計画書の作成手順】

❶「活用等の型」を
リストから選択

❷ 活用計画書の作成について

❶～❸の条件を入力・選択したら、
最後に❹計画書をクリックして登録

❸ 全て入力完了後、
「記入完了」をチェック

NETIS記載の従来技術が自動で入力されます
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・120分でタイムアウトします。入力情報が消失してしまいますので、ご注意ください。

・ 一時保存した内容はシステムに保管され、再度ログインすると復旧されます。

❶ 「活用等の型」をリストから選択してください。

活用等の型は、施工者選定型（契約後提案）、

施工者選定型（総合評価技術提案）、発注者指定型

の場合がほとんどです。

間違いのないように注意してください。

②「新技術活用計画書」のタブをクリックし、

全ての項目を記入してください。

③ 全ての項目を記入したら、記入完了に を入れて

ください。

④ 登録ボタンをクリックしてください。

「活用理由」

・活用した理由をチェックし、コメントを記入します。

・６項目のうち、必ず１項目以上の記入が必須となっています。

・チェックした項目は、コメント欄を必ず記入してください。

・NETIS申請情報の「従来技術との比較」を確認し、向上する

とされている項目については、必ずチェックし、コメントを

記入してください。

・従来技術と比べて、向上する活用理由を記入してください。

【新技術活用計画書の作成手順】

※コメント欄について
調査表等の右側にある
コメント欄は、不備を有
する調査表に対し、修正
依頼を実施する際に、
確認者が修正内容等を記
入する為に使用します。

修正等がない場合は、

記入の必要はありません。

ID・パスワード
新規登録フォームより

自動転記

❷「新技術活用計画書」
の全ての項目を入力

間違えやすい
ので注意！！

活用の型は赤枠が主
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活用効果調査表の作成は、【施工者】【発注者】それぞれ作成が必要です。（VE技術は不要）

【活用効果調査表の作成手順】

評価項目は、経済性、工程、品質・出来形、安全性、施工性、環境の６項目あります。

❶６項目について、調査

❺調査表を登録

❸ 活用効果調査表の作成について

❹ 入力完了後、
「記入完了」をチェック
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①「活用効果調査表」のタブを
クリックし、６項目全ての
項目を評価してください。

② 総合的所見を全て記入して

ください。

【活用効果調査表の作成手順】

・定性的５段階評価をお願いします。

・コメントは必ず記入してください。

「当該技術に関連しない項目である」

場合もその理由をコメントして

ください。

③ 新技術の活用状況が写真を

添付してください。

(施工者のみ)

④ 全ての項目を記入したら、

記入完了に を入れてください。

⑤ 登録ボタンをクリックして

ください。

・施工状況、使用材料、計測状況、
完了等

❷総合的所見を記入

❸写真を添付
（施工者のみ）
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【効果調査】
・「５段階」で評価してください。

当該技術が評価に関連しない場合は「当該技術に関
連しない項目である」にチェックしてください。

・「優れていた点」「劣っていた点」にチェックして
ください。

※コメントは必ず記入してください。

【コメント】
・効果調査の理由を必ず記入してください。

効果調査の理由や評価の視点との整合を図ってくだ
さい。

活用効果調査表の６項目の評価は、下記を参考に作成してください。

❸ 活用効果調査表の作成の留意事項

❶比較する従来技術と
比べて判断し優劣など
の評価を必ず、
クリックして選択

（例）
ベースマシンがバックホウタイプで小
型であることから、機械経費・人件費
が安価となり、仮設足場材（敷鉄板）
に要する費用が減少し、施工日数が
短縮できたという理由で非常に優れ
ている。

❷該当する項目をチェック
該当項目がなければチェックは不要です。

❶
❷

❸

監督職員とテキストで
やりとりする場合に使用

評価項目のチェックポイント
①効果調査（優れる、同等、劣る、当該技術に関連しない項目）
②優れていた点、劣っていた点
③①②とした理由のコメント

整合は取れているか？【活用効果調査表】の総合的所見との記載
【活用計画書】の活用理由の記載

記入漏れや評価に矛盾がないよう発注者は必ず
チェックしてください。
また、施工者の評価と発注者の評価が大きく異
なることがないよう評価に当たっては施工者と
発注者の間で十分調整を図ってください。

❸コメントは、❶【効果調査】❷【該当する項目チェック】と
の整合性を取ってください。

【優れていた点】あるいは【劣っていた点】の理由を必ず記入。
【当該技術に関連しない項目である】とした場合はその理由を

必ず記入。

留意事項１

留意事項２
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「５ (優れる) 」にチェック

不整合 不整合

効果調査は「５」（優れる）にチェックされているが、

調査の視点で「劣っていた点」の項目にチェックされている。

コメントは「劣っていた」との理由が記載されていることから、不整合である。

【活用効果調査表】

活用計画書の活用理由を記載した評価項目は、必ず調査表の効果調査を５段階で評価を行ってください。

【活用計画書】

不整合の例

【活用効果調査表】

留意事項３

留意事項４

【活用計画書】の活用理由で
「経済性は優れている。」にチェックしている。

【活用l効果調査表】の経済性の評価は
「当該技術に関連しない項目である」にチェック

されており、不整合である。

不整合
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❸ 活用効果調査表の作成のコメント事例集

九州技術事務所ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/kyugi/index.html

コメント事例集を九州技術事務所ホームページに掲載しています。

新技術活用効果調査表のコメント事例集

新技術情報／ＮＥＴＩＳ

こちらをクリック！

活用（活用計画書・報告書および活用効果調査表）

こちらをクリック！

こちらをクリック！

『調査項目の効果調査が「当該技術に関連しない」』のコメント事例

効果調査が「当該技術に関連しない評価項目」の場合

経済性　　【コメント】

材料費が高価で鉄筋への装着労務が必要となるなど直接的な費用は増加しているが、仕上り後の補修費の有無に対する比較は困難である。

今回、施工対象面積が小さく、従来技術との比較において対象としない。

工程　　【コメント】

今回、施工対象面積が小さく、従来技術との比較において対象としない。

工程は調査の視点に該当がない。

工程は、システムの性質的に関係しない。

工程に影響する技術ではないため評価できない。

品質・出来形　　【コメント】

品質・出来形は該当しない評価項目である。

品質・出来形は調査の視点に該当がない。

品質・出来形は、コンクリート構造物の弱点となりやすい打ち継ぎ目の強度低下を防ぐものであるが、今回の施工での確認はできない。

今回、新技術は、現況トンネルの形状把握で用いた為、品質・出来形に関連しない評価項目である。

機材の形態上、当該技術に関連しない評価項目である。
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■調査表記載にあたっての主な留意点

経済性： 新技術の導入コストだけでなく、工期短縮などに伴う、人件費、管理費、仮設費用など

のコスト含めて総合的な観点から評価をお願いします。

工 程： 技術導入による施工期間での評価をお願いします。

品質・： 施工性の視点（現場での施工や作業が容易など）での評価ではなく、目的物の品質や出来形が

出来形 向上する視点（耐久性向上・現場での管理項目など）での評価としてください。

安全性： 今回の現場施工中による効果での評価をお願いします。

施工後の新技術の導入効果は評価しないようお願いします。

当該技術に関連しない項目である：

技術特性により評価項目が適切でない場合に限り選択してください。

従来技術も影響を与えないあるいは変化がない場合の評価は、「同等（3点）」の評価となります。

活用効果調査にあたっては、NETIS申請情報「活用の効果」の内容を確認し、

技術特性を十分理解し、適切な評価となるよう留意してください。

活用効果調査表の評価は、NETIS記載の従来技術と比較してください。（P28参照）

❸ 活用効果調査にあたってのアドバイス

■新技術活用計画書

「計画書」は、活用する全ての新技術において、

作成が必要です。

新技術活用決定後速やかに作成し、必ず活用前

までに登録してください。

■実施報告書・活用効果調査表（以下、調査表）

「実施報告書」「調査表」は新技術を活用後、

速やかに作成し登録してください。

「-VE」技術は、「実施報告書」「調査表」の

作成が不要です。

【活用後】

■計画書 ■実施報告書

■活用効果調査表(施工者用)

〃 (発注者用)

【活用前】

NETIS
（Web）

施工者 発注者 技術事務所

計画書
調査表
報告書作成・登録

計画書
調査表
報告書確認

調査表
作成・登録

活用効果調査表等は、発注者と施工者がNETIS
システム上で作成します。

■活用が中止になった場合は、システムから削除の上、九州技術事務所に報告

してください！ E-mail ： qsr-kyugi-netis@ki.mlit.go.jp

登録・訂正登録・訂正

❸ 活用効果調査表の作成にあたっての留意点

経済性・工程は、当該技術に関連しない項目とせず、原則5段階評価を行ってください。
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新技術の対象数量を記入してください。
例）掘削工2,000m3 
単位は、NETIS 掲載情報「活用効果の根拠」に合わせてください。 ❶「実施報告書」の全ての

項目を入力

「-A」「-VR」技術は新技術活用後、実施報告書及び活用効果調査表の作成・登録が必要です。

（VE技術は不要）
【実施報告書の作成手順】

❶「実施報告書」のタブを
クリックし、全ての項目を記入
してください。

❷全ての項目を記入したら、
記入完了に を入れてください。

【新技術活用計画書の作成手順】

❷ 入力完了後、
「記入完了」をチェック

❹ 実施報告書の作成について
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NETIS（申請情報）とNETIS（評価情報）とは、どのようなものですか。Ｑ1

NETIS（申請情報）は、技術開発者からの申請に基づく情報です。その内容について、国土交通
省及び新技術活用評価会議が評価等を行っているものではありません。
/

NETIS（評価情報）は、当該技術の活用や試行を行った結果に基づき国土交通省及び新技術活用
評価会議が評価を行ったものです。

個々の現場の条件、その他により評価とは異なる効果となる可能性があります。（p.14 参照）

Ａ1

NETISへの登録は、お金がかかるのですか。Ｑ2

NETISへの登録に申請手数料は不要です。
申請に必要な書類作成費用や受付窓口への通信費等は申請者ご自身の負担となります。

Ａ2

新技術の登録を行いたいのですが、どうすればよいですか。Ｑ3

NETISへの登録申請は、NETISホームページ上で行います。申請は「新技術登録申請事前相談」
より必要事項を入力し、送信してください。

申請・相談窓口より連絡がありますので、申請を希望する新技術の登録可能性等について相談し
てください。（p.15 参照）

Ａ3

評価を受けるにはどうすればよいですか。Ｑ4

評価は技術が直轄工事等で活用され、施工者と発注者が作成する活用効果調査表が5件以上提出
されると、新技術活用評価会議で評価が行われます。（p.8 参照）

Ａ4

「-VR」技術は、新技術活用評価会議で評価するには、施工事例が必要だから、再度評価会議にか
けるという意味合いですか。「-VE」技術に比べてもう少し課題が残っているということですか。

Ｑ5

評価会議で継続調査が必要であるということで「-VR」技術と判断されるものです。
継続して活用効果調査表を集める技術です。

Ａ5

令和4年度よりオンライン登録となりましたが、活用計画書や活用効果調査表は九州技術事務所や
発注事務所へのメールによる提出は不要と考えてよろしいでしょうか。

Ｑ6

オンラインで登録した計画書や活用効果調査表はシステムで管理しているため、メール等による
提出は不要です。

Ａ6

NETIS技術を活用する場合、IDとパスワードは１工事に１個必要ですか。
別の工事を受注した際には新たに入手する必要がありますか。

Ｑ7

IDとパスワードは１工事毎に必要です。
別工事で同じ技術を活用する場合は、新たにIDとパスワードが必要です。（p.24～27 参照）

Ａ7

IDとパスワードの申請を発注者へ行いましたが、その後ID・パスワードのメールが届きません。Ｑ8

申請者側のメールサーバの設定を見直していただくか、下記の送信アドレスを受信許可リストに
追加して頂くことで受信できる可能性があります。【送信アドレス】 admin@netis-online.jp

それでも届かない場合は、発注者に確認して下さい。
Ａ8

Q＆Ａ
よくある質問一覧 １
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発注者側からログインＩＤとパスワードの申請は出来ますか。Ｑ9

発注者側から申請は出来ます。
なお、システムは施工者側からの申請を想定して発注者側に申請確認メールが届くように設定さ

れています。
Ａ9

一度ログインして新規フォームに入力し、その後返信が来ましたが、これからどう操作して良いか
分かりません。

Ｑ10

IDとパスワードの発行申請を行うと、申請側に申請連絡、発注者側に承認依頼のメールが届きま
す。発注者側で内容を承認後、それぞれにIDとパスワードがメールで通知されます。

なお、発注者側の承認に時間を要する場合がありますので、ご了承ください。
時間が経ってもID/PWが通知されない場合は、発注者にご確認ください。

Ａ10

建設コンサルタントが業務のなかでNETIS技術を提案するときは、「-A」技術「-VR」技術に比べ
てなるべく「-VE」技術を提案するということで良いですか。

Ｑ11

「-VE」技術を優先するというわけではなく、現場条件に適した技術を活用してください。Ａ11

「-VE」技術でも活用効果調査表を作成する必要がありますか。Ｑ12

「-VE」技術は、活用効果調査表を登録する必要はありません。
活用計画書の登録で手続きは完了です。

Ａ12

活用計画書は提出時点では、「A」技術でしたが、施工期間中に「VE」技術になりました。
施工終了後に調査表を作成しないといけないですか。

Ｑ13

活用計画書作成段階での記号に従って、実施報告書および活用効果調査表を記入して登録してく
ださい。（p.30～36 参照）

Ａ13

活用計画書は提出済みですが、施工期間中に掲載期間終了技術になりました。
施工終了後に調査表を作成しないといけないですか。

Ｑ14

掲載期間終了技術となっても、終了前の記号に従って、記入して登録してください。Ａ14

活用計画書記入の際に、実施報告書の内容を記入し登録ボタンを押すと「活用効果調査表が未記入
です」と表示されます。どうしたら良いですか。

Ｑ15

活用計画書作成時は計画書の「記入完了」にチェックし登録をしてください。
実施報告書、活用効果調査表は技術活用後に「記入完了」のチェックし登録をしてください。

Ａ15

活用効果調査表を登録した後、しばらくして調査表の編集ができなくなりました。
記入内容を修正したいがどうしたら良いですか。

Ｑ16

NETISシステムに登録後は、記入内容を修正出来ません。
登録する前に不備がないか確認してください。
どうしても修正が必要な場合は、施工者は発注者へ、発注者は九州技術事務所へ連絡し、差戻し

を行ってください。

Ａ16

よくある質問一覧 ２
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活用計画書、活用効果調査表等の記入表の右側のコメント欄には、何を記入すれば良いですか。Ｑ17

調査表等の右側にあるコメント欄は、発注者、施工者の双方が自由に使える連絡用の欄です。
伝達事項等がない場合は、何も記入する必要はありません。
例えば、調査表に不備があった際に、修正内容等を共有するため等に使用する場合があります。
（p.32 参照）

Ａ17

実施報告書での「施工（活用）概要資料」は何を添付したら良いでしょうか。Ｑ18

工事において、当該NETIS登録技術がどのように活用されたのかを確認できる資料があれば添付
してください。竣工図でも活用写真でも概要図でも結構です。

Ａ18

当初は活用予定があり、活用計画書を作成して保存していたが、活用を取りやめた場合はどうした
らいいですか。

Ｑ19

活用効果調査表一覧から、活用計画書の削除をお願いします。
また、九州技術事務所（qsr-kyugi-netis@ki.mlit.go.jp）に報告をお願いします。（p.35 参照）

Ａ19

掲載期間終了技術（VG、AG技術）を活用しましたが、システム上検索できません。Ｑ20

掲載期間終了技術については、NETISへの登録は不要です。
また、掲載期間終了技術については、NETIS掲載期間終了リストにより閲覧できます。

Ａ20

発注者が異動となったので、システム上変更したい。Ｑ21

施工者がシステム上で変更可能です。Ａ21

施工者の担当が退職してしまい、どこまで作業をしているか分かりません。Ｑ22

連絡先等の変更画面で確認して、担当者を変更後に続きの作業を進めてください。Ａ22

活用した技術がシステム上、どこまで作業をしているか不明です。Ｑ23

システムにログインして、活用効果調査表等を確認してください。Ａ23

ログインID・パスワードが分からなくなりました。Ｑ24

施工者が紛失した場合は、発注者へ連絡して通知を受けてください。
発注者が紛失した場合は、九州技術事務所へ連絡して、再発行を受けてください。
また、今後は確実に保存してください。

Ａ24

その他NETISシステムに関する問い合わせＱ25

（窓口）
九州技術事務所
技術活用・人材育成課 人材育成係
メールアドレス：qsr-kyugi-netis@ki.mlit.go.jp

Ａ25

よくある質問一覧 3
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登録番号入力時にエラーとなる。方法はないか？Ｑ26

登録番号の「ー」ハイフンと情報種別記号のアルファベットを付けないでください。Ａ26

NETIS登録番号の表示について、ロゴやデザインの決まりはあるのか？Ｑ27

特に決まりはなく、当方では関知しません。Ａ27

登録したＮＥＴＩＳ技術の掲載期間の延長はできないのか？Ｑ28

掲載期間は、どの情報種別記号であっても１０年であり、推奨技術・準推奨技術に選定された場
合は、１５年まで掲載期間の延長となります。

Ａ28

ＮＥＴＩＳに登録済みの技術を「震災復旧・復興支援技術」に登録するにはどうしたらよいか？Ｑ29

震災復旧・復興支援技術への登録は可能です。
登録については、変更システムにて手続きをお願いします。Ａ29

発注者が異動となったので、システム上変更したい。Ｑ21

施工者がシステム上で変更可能です。Ａ21

施工者の担当が退職してしまい、どこまで作業をしているか分かりません。Ｑ22

連絡先等の変更画面で確認して、担当者を変更して、続きの作業をしてください。Ａ22

活用した技術がシステム上、どこまで作業をしているか不明です。Ｑ23

システムにログインして活用効果調査表を確認してください。Ａ23

ID・PWが分からなくなりました。Ｑ24

施工者が紛失した場合は、発注者へ連絡して通知を受けてください。発注者が紛失した場合は、九
州技術事務所へ連絡して、再発行を受けてください。また、今後は確実に保存してください。

Ａ24

その他NETISシステムに関する問い合わせＱ25

（窓口）
九州技術事務所
技術活用・人材育成課 人材育成係
メールアドレス：qsr-kyugi-netis@ki.mlit.go.jp

Ａ25

よくある質問一覧 ４

削除予定
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業務の紹介
九州技術事務所の取組について

九州技術事務所では、新技術の活用促進に向けて、以下のような取り組みを行っています。

新技術説明会

九州地方整備局の事務所の職員、施工者に対して
的確な新技術活用に関する実務的な説明会を開催

技術開発相談窓口・広報

NETIS登録・申請等

開発者からの相談、NETIS登録の受付、審査、指導等 パンフレットの作成、HP・SNSによる登録技術の発信
九州建設技術フォーラムでの新技術相談の実施など

広報活動

新技術・新工法説明会

九州7県で新技術活用システムに関する説明会を毎年
開催

新技術NETIS活用支援
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「工法比較表データベース」の作成

新技術・新工法説明会の開催

社会資本整備に寄与する新技術・新工法をより多く関係者に知っていただくことで、

公共工事での新技術の活用促進を図るとともに、新たな技術開発を促進することを

目的とした説明会を九州各県１回（計７回）実施しています。

NETIS登録技術の中から対象技術を抽出するのは、非常に煩雑な作業であり、本来の設計

業務の工程や品質に影響を及ぼす可能性が懸念されます。

そこで、NETIS等からの工法抽出をサポートするツールとして、「工法比較表データベース」
を作成し、効率的な工法比較検討を支援しています。

令和６年度の開催予定

開催場所開催日開催地ブロック

鹿児島県市町村自治会館10月17日（木）鹿児島市鹿児島

別府国際コンベンションセンター B-CONPLAZA10月23日（水）別府市大 分

くまもと県民交流館 パレア10月31日（木）熊本市熊 本

アバンセ11月06日（水）佐賀市佐 賀

福岡県自治会館11月22日（金）福岡市福 岡

長崎県庁 行政棟12月02日（月）長崎市長 崎

宮崎県庁 防災庁舎12月09日（月）宮崎市宮 崎

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物補修工

表面含浸工法

断面修復工法

ひび割れ補修工法

表面被覆工法

電気防食工法

軟弱地盤処理工

機械撹拌工法

高圧噴射撹拌工法

表層混合処理工法

薬液注入工法

残土処理工法

道路舗装工

アスファルト舗装工法

舗装版ひび割れ補修工法

擁壁・法面工

補強土擁壁工法

大型ブロック積工法

落石防止網設置工法

対象工種

借用申請方法がWEB申請となりDX化されました。
九州技術事務所HPから借用申請書をクリックし、申請書フォームから入手できます（P.43）。

入手方法

・一次選定をサポートするツールです。
現場条件に基づき二次選定を実施し、採用工法を決定してください。

・二次選定における概算工事、施工日数等は、現場条件に合わせて調査をしてください。

留意点
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工法比較表データベース（借用申請）

工法比較表データベース活用による活用効果のイメージ

一次選定（作業内容）
1.  キーワードの設定
2.  一次選定基準の設定
3.  キーワードによるNETIS検索
4.  一次選定基準に対する評価および選定
5.  キーワードによる一次選定工法の工種分

類を抽出
6. 工種分類によるNETIS検索および一次

選定基準に対する評価・選定
7. NETIS掲載終了技術の検索および一次

選定基準に対する評価・選定
8. 一次選定工法の集計
9. 一次選定工法の一覧表の作成

8日程度の作業工程の短縮が可能

1. 現 場 条 件 の 設 定

3. 一 次 選 定

2. 一次選定データベース検索

N E T I S 検 索 活 用 （ 工 期 ： 約 9 日 ） デ ー タ ベ ー ス 活 用 （ 工 期 ： 約 1 日 ）

1. 現 場 条 件 の 設 定

一次選定（作業内容）
1.  一次選定工法の一覧表の作成

1日

9日

2. 従 来 技 術 の 選 定

工期短縮

工法比較表データベースを活用することで、
補完情報のヒアリング調査作業や回答待機
時間を削減することができます。

NETIS検索と工法比較表データベースについて、一次選定の作業に要する日数を比較しました。

工法比較表データベースの借用申請は、以下をクリックし、WEBにて申請ください。

【九州技術事務所ＨＰ】 【新技術情報／ＮＥＴＩＳ】 【工法比較表データベース】 【工法比較表データベース借用申請書】

九州技術事務所HP (トップ画面）

❶
❷

❷❶
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「SNS」による九州登録のNETIS技術の紹介

新技術情報提供システム（NETIS）に登録された新技術について活用を促進するために

発注者・設計者・施工者・開発者に向けて情報発信しています。

【いいね！】で今後最新情報が
閲覧できます。

【シェア】で情報共有が
できます。

登録された新技術の概要
を紹介しています。

より多くの方に、新技術を知っていただきたいので、
「いいね！」と「フォロー」をお願いします。

クリックすると！
NETISの登録情報が確認できます。

九州技術事務所 新技術ポータルサイトの紹介

九州技術事務所HP (トップ画面） 九州技術事務所 検索

九州技術事務所HPの「新技術情報/NETIS」に新技術に関する情報を掲載しています。

九州技術事務所

facebook
九州技術事務所

X（旧Twitter）
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※NETIS掲載期間終了技術を除く

新技術の活用実績
令和５年度 九州地方整備局管内活用件数の多い新技術

施工者選定型

事後評価の凡例

従来技術よりきわめて優れるA

従来技術より優れるB

従来技術と同等C

従来技術より劣るD

活用効果評価結果

工 種副 題技術名NETIS登録番号番号
環境施工性安全性品質工程経済性

-CCBBB土工
3次元計測により生成された点群データのスムーズな
解析処理により、施工前後および各施工段階での土量
の差分を計算するシステム

3次元点群処理ソフト(TREND-POINT)
を用いた施工土量計測システム

KK-150058-VE01

BBB-BB
ＣＡＬＳ関連

技術
現場の生産性向上を高める情報共有システム

現場クラウド One_
現場支援機能サービス

QS-190005-VE02

BBCCBB
コンクリート

工
コンクリートとの付着を阻害しない鉄筋の防錆剤

脂肪族系鉄筋防錆剤
「サビラーズ」「ハイサビラーズ」

KT-150006-VE03

BCCCCD仮設工手洗室ユニットを増設した仮設トイレ快適オールインワンレストルームKT-180110-VE04

-B--BC
ＣＡＬＳ関連

技術
現地形状等の略図作成、注釈表記が可能な電子黒板に
関するアプリケーション技術小黒板電子化アプリ「SiteBox」KT-230048-VE05

CBBBBB電気通信設備
モバイル通信を利用した全天候型・小型・軽量の通信
一体型遠隔監視カメラ

通信一体型現場監視カメラ
「G-camシリーズ」

KT-170076-VE06

BCCCBC仮設工
屋外型洋式トイレ・手洗場の機能を満たしたワンス
トップトイレ手洗場一体型レストルームKT-210015-VE07

CCACCDその他VR技術を活用した工事現場事故体験システムVR事故体験・安全教育「ルッカ」QS-190006-VE08

BBBBBB土工
機体制御とICTの技術を活用したセミオート制御機能
搭載油圧ショベル

インテリジェントマシンコントロール
油圧ショベル

KT-140091-VE09

-BCBBB土工
3次元データの解析、活用技術を用いて各計測装置と
連動し現場の効率化を図るシステム

3Dテクノロジーを用いた計測及び
誘導システム

KT-170034-VE10

BBBCBC
コンクリート

工
コンクリート被膜養生剤

被膜型コンクリート表面養生剤
エムキュアリング

KT-160044-VE11

-BBBBB
港湾・港湾海

岸・空港
電子小黒板およびクラウドサービスを利用した工事写
真管理システム蔵衛門PadKTK-160024-VE12

CBBBCB土工
スマートフォンを利用した建設現場の動態管理システ
ムSMART CONSTRUCTION FleetKT-190101-VE13

BBCBCC仮設工
仮設トイレ向け目隠し、間仕切フェンス及び誘導路確
保フェンス樹脂製フェンス ルーバーフェンスKT-180127-VE14

CBBCBB仮設工
アルミ合金製による軽量設計により、設置・解体作業
の負担を軽減し、法面での安全な昇降を確保

アルミ合金製法面昇降階段
「クリフステアー」

QS-160015-VE15

-BCCBB土工
情報化施工機械の施工情報をクラウドサービス
(SMART CONSTRUCTION Dashboard)で有効活用す
る管理システム

SMART CONSTRUCTION Dashboard
による出来高・出来形管理システム

KT-150096-VE16

CCCCCB共通工
ICT機能を有さない従来型油圧ショベルを、安価で3次
元マシンガイダンスショベル化するキットおよびシス
テム「Smart Construction 3D Machine Guidance」

後付バックホウ3Dガイダンスシステム
「スマートコンストラクション・レトロ
フィット」

QS-200052-VE17

CCCBCC建築
5年経ってもボルトの緩みを可視化できるマーカーペ
ン合いマーク用マーカー 消えま線CB-220008-VE18

CBBCBB土工積込重量表示機能を搭載した油圧ショベルペイロードメータ装着油圧ショベルKT-180136-VE19

CBCBCB共通工
作業端末、IC カードリーダー、通信機器が一体となっ
た建レコアプリを運用するユニット。

建設キャリアアップシステム現場運用支
援機器 建レコキット

KT-220099-VE20

CBCBBB仮設工
カメラの取付方法の自由度を高めることにより、多様
な現場の施工進捗確認等に用いるネットワークカメラどこでもカメラKT-210030-VE21

-BB--B共通工
携帯可能な黒球式熱中症指数計で、暑さ指数WBGTを
リアルタイム自動測定し、熱中症危険度をアラーム音
と数値で知らせる製品

黒球式熱中症指数計「熱中アラーム」
TT-562(ST)

KT-160019-VE22

BBCCBC舗装工
路面温度5℃程度の低温でも早期に分解するタック
コートを実現する乳剤・促進剤・散布機械

分解促進型タックコート工法
(スーパータックゾール工法)

TH-140008-VE23

-BB--C災害対策機械
熱中症のリスクをアラームとLED表示でお知らせする
熱中症予防ウェアラブルデバイス熱中対策ウォッチKT-200121-VE24

-BBBCB電気通信設備
コンセントに挿すだけで運用可能なクラウド録画型カ
メラを用いたブラウザで閲覧可能な遠隔映像監視シス
テム

アクティブネット
(変状確認システム/簡易設置カメラ)

QS-190061-VE25

CCBBCC共通工
危険な看板浮き上がりをすっきりカバー、ビスが隠れ
る樹脂製看板用プロテクターKYスマートフレームKK-220024-VE26

-BCBBC土工

設計図面や3次元計測データを元に施工現場を3次元モ
デルで表現したり、VR(バーチャルリアリティ)で体感
することで、現場状況や施工手順の把握、情報共有を
支援するBIM/CIMコミュニケーションシステム

3次元モデルを利用したBIM／CIM
コミュニケーションシステム TREND-
CORE

KK-160043-VE27

令和6年6月現在
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令和５年度 九州地方整備局管内活用件数の多い新技術 施工者選定型

機体制御とICTの技術を活用したセミオート
制御機能搭載油圧ショベルで、従来はオペ
レータの目視により作業機を手動操作する運
転であった。本技術の活用により、設計面を
気にせずモニターの施工面を基に施工できる
ため、丁張、補助員の削減、省力化が期待で
きる。

09
インテリジェントマシンコ
ン ト ロ ー ル 油 圧 シ ョ ベ ル

KT-140091-VE 活用促進

工事現場の安全教育において、VR技術を活用
した事故体験によって労働災害意識を高める
システムで、従来は、安全教育用ビデオ視聴
で対応していた。本技術の活用により、各種
災害の仮想体験により危険意識を高めること
ができるため、安全性の向上が期待できる。

08
V R 事 故 体 験 ・ 安 全 教 育
「 ル ッ カ 」

QS-190006-VE 活用促進

快適トイレ及び手洗場を一体化してつなげた
技術で、従来は、単体型で対応していた。本
技術の活用により、ゆとりある室内になり、
職場環境の向上が図る。

07 手洗場一体型レストルーム

KT-210015-VE

UAVの空中写真撮影やレーザスキャナ等で得
た点群データを用いた3次元土量計算により、
時系列土量変化を把握できる技術で、従来は、
測量した断面図による平均断面法で対応して
いた。本技術の活用により、測量、計算時間
が短縮され工期短縮と労務費の削減ができる。

01
3 次 元 点 群 処 理 ソ フ ト
(TREND-POINT)を用いた
施 工 土 量 計 測 シ ス テ ム

KK-150058-VE  活用促進

従来の受発注者間情報共有システムに加え、
「施工体制台帳の作成支援機能」及び「施工
プロセスチェック機能」の活用をすることに
より書類作成の時間短縮等業務効率化を実現
する事ができる。

02
現 場 ク ラ ウ ド O n e _
現 場 支 援 機 能 サ ー ビ ス

QS-190005-VE

強靭かつ鉄筋の伸縮に追随する塗膜により、
鉄筋に有効な防錆力を発揮させる。従来は、
露出鉄筋にポリ塩化ビニル系チューブを被せ、
工事再開時に剥がすことで対応していた。本
技術の活用により、塗布作業だけの工程で防
錆処理作業の短縮が図れる。

03
脂 肪 族 系 鉄 筋 防 錆 剤
「 サ ビ ラ ー ズ 」
「 ハ イ サ ビ ラ ー ズ 」

KT-150006-VE  活用促進

遠隔現場監視を行う為にモバイル通信を利用
した全天候型・小型・軽量の通信一体型遠隔
監視カメラで、従来はネットワークカメラと
有線端末による監視で対応していた。本技術
の活用により、有線回線の設置が不要となる
ため、工程の短縮及び経済性の向上が図れる。

06
通信一体型現場監視カメラ
「 G - c a m シ リ ー ズ 」

KT-170076-VE 活用促進

洋式トイレと手洗器一体型の仮設トイレで、
従来は和式仮設トイレと手洗器の個別設置で
対応していた。本技術の活用により、仮設工
程の簡略と作業負担軽減による施工性向上、
PR用パネル採用、手洗場ドアレバーの不採用
により作業環境の改善等が期待される。

04
快 適 オ ー ル イ ン ワ ン
レ ス ト ル ー ム

KT-180110-VE

移動用端末の撮影機能と連動した電子黒板の
アプリケーション技術であり、従来は黒板と
チョークを使用したデジタルカメラの撮影に
よる。本技術の活用により、現場で黒板と
チョークの準備が不要となるため、現場状況
の撮影作業が効率化し、施工工程が短縮化す
る。

05
小 黒 板 電 子 化 ア プ リ
「 S i t e B o x 」

KT-230048-VE
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令和５年度 九州地方整備局管内活用件数の多い新技術 施工者選定型

法面に設置する階段で、アルミ合金製による
軽量設計により、設置・解体作業の負担を軽
減する仮設階段である。従来は、単管パイプ
と自在ステップを組み合わせた階段であった。
本技術の活用により、施工性の向上及び経済
性の向上が期待できる。

15
アルミ合金製法面昇降階段
「 ク リ フ ス テ ア ー 」

QS-160015-VE

フェンスの幅を従来の間隔より縮小し、ルー
バー式を採用した目隠し用フェンスである。
従来はテント地スクリーンにより対応してい
た。本技術の活用により、フェンス組合せ自
由度の向上による施工性、目隠し機能の向上
による作業環境の向上等が図れる。

14
樹 脂 製 フ ェ ン ス
ル ー バ ー フ ェ ン ス

KT-180127-VE

工事車両の動態管理(アラート機能付)を行う
システムで、従来は人による工事車両の通行
把握および口頭による指示を行っていた。本
技術の活用により、工事車両の位置情報を一
元管理しスマートフォンで情報共有できるた
め、経済性及び安全性の向上が図れる。

13
SMART CONSTRUCTION
F l e e t

KT-190101-VE

従来、木製黒板とカメラにより工事写真撮影
が行われていたが、本技術は、カメラ機能付
きタブレット端末とクラウドサービスを使用
して、撮影情報の入力、その情報を基にした
電子小黒板入り工事写真の撮影、撮影した工
事写真台帳の自動作成を一貫して行う技術と
なっている。

12 蔵 衛 門 P a d

KTK-160024-VE  活用促進

高性能コンクリート被膜養生剤で、従来はコ
ンクリート養生マットで対応していた。本技
術の活用により、コンクリート養生マットの
設置や撤去作業が不要となり、作業工程の短
縮や、廃棄物の低減が図れる。

11
被 膜 型 コ ン ク リ ー ト 表 面
養 生 剤 エ ム キ ュ ア リ ン グ

KT-160044-VE  活用促進

3次元データを活用した土木現場における計
測作業を効率化する技術で従来はトータルス
テーションとレベルによる計測及び手作業で
の管理で対応していたが、本技術の活用によ
り施工現場で行う計測、管理作業を軽減でき
るため省人化、省力化及び経済性の向上が図
れる。

10
3Dテクノロジーを用いた計
測 及 び 誘 導 シ ス テ ム

KT-170034-VE

土工（ICT）に関する技術である。ICT施工非
対応バックホウをメーカーを問わず安価に3
次元マシンガイダンスショベル化するキット
およびシステムで、従来は、ICT施工対応型
油圧ショベルで対応していた。本技術の活用
により、経済性が向上する。

17
後付バックホウ3Dガイダンス
システム「スマートコンスト
ラクション・レトロフィット」

QS-200052-VE

クラウド型プラットフォームを利用した土工
の出来高出来形管理システムで、従来は、人
手による測量の集計で管理していた。本技術
の活用により、日々の測量集計の管理が自動
化され、省力化、工期の短縮及び経済性の向
上が図れる。

16
SMART CONSTRUCTION
D a s h b o a r d に よ る
出来高・出来形管理システム

KT-150096-VE  活用促進

屋外で5年相当後も消えない合いマーク用
マーカーであり、従来技術は1年後の点検時
に 書いた合いマークが消え、ボルトのゆるみ
確認には工具による打音検査や合いマークの
再施工を 必要とした。本技術により、それら
確認が必要とされないため経済性が向上する。

18
合 い マ ー ク 用 マ ー カ ー
消 え ま 線

CB-220008-VE
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令和５年度 九州地方整備局管内活用件数の多い新技術 施工者選定型

熱中症の原因となる深部体温の上昇（熱ごも
り）を検知する技術で、従来は現場監督者に
よる声掛けで対応していた。本技術の活用に
より熱中症発症のリスクを事前に知ることが
可能となり、作業現場における安全性の向上
が図れる。

24 熱 中 対 策 ウ ォ ッ チ

KT-200121-VE

専用散布機により、新しく開発したアスファ
ルト乳剤と促進剤を同時に散布することで、
分解を早めたタックコート工法である。本技
術の活用により、数十分を要していたタック
コート乳剤の分解時間が5分以下にまで短く
なるため、施工時間の短縮が図られる。

23
分解促進型タックコート工法
(スーパータックゾール工法)

TH-140008-VE

装着・携帯可能な黒球式熱中症指数計により
作業箇所毎の暑さ指数WBGTを判定し、ア
ラーム音と数値で注意喚起する技術。従来は
現場事務所等に設置されたWBGT計で対応し
ていた。本技術の活用により、局所的な暑熱
環境を捉えることが可能となり安全性が向上
する。

22
黒 球 式 熱 中 症 指 数 計
「 熱 中 ア ラ ー ム 」
T T - 5 6 2 ( S T )

KT-160019-VE

油圧ショベルで掘削した土砂重量を計測しオ
ペレータに表示する技術で、従来はトラック
スケールを用いたダンプトラックの重量管理
で対応していた。本技術の活用によりトラッ
クスケールが不要となるため、経済性の向上
及び工程の短縮が図れる。

19
ペ イ ロ ー ド メ ー タ 装 着
油 圧 シ ョ ベ ル

KT-180136-VE

作業員の就業状況等を管理するCCUSを運用
するユニットシステムで、従来は、現場管理
者が作業員の記入する出退勤時刻の台帳整理
と目視の本人確認で就業状況等を管理してい
た。本技術により、記入・集計・確認作業が
低減され、施工性、経済性の向上が図れる。

20
建 設 キ ャ リ ア ア ッ プ
システム現場運用支援機器
建 レ コ キ ッ ト

KT-220099-VE

カメラの取付方法の自由度を高めたネット
ワークカメラに関する技術である。従来は有
線接続による単管取付による。本技術の活用
により、カメラの簡易的な移設・設置が可能
となり、カメラ設置の効率化による施工性の
向上等が期待される。

21 ど こ で も カ メ ラ

KT-210030-VE

工事現場を3DモデルやVRで表現し、解り易
い施工計画やシミュレーションを行うことが
できる技術で、従来は2Dの平面図等を用いた
施工管理資料を作成していた。本技術の活用
により、資料作成時間短縮による労務費削減、
資料の品質、情報化施工の向上が期待できる。

27
3次元モデルを利用したBIM
／CIMコミュニケーションシ
ス テ ム T R E N D - C O R E

KK-160043-VE

現場状況確認において、クラウド録画型カメ
ラを用いたブラウザで複数箇所の閲覧可能な
遠隔映像監視システムで、従来は、作業員に
よる現場確認で対応していた。本技術の活用
により、動画でのリアルタイム監視や分析が
可能となるため、経済性、安全性、施工性が
向上する。

25
ア ク テ ィ ブ ネ ッ ト
( 変 状 確 認 シ ス テ ム
/ 簡 易 設 置 カ メ ラ )

QS-190061-VE

路上工事看板等用の樹脂製プロテクター製品
の技術であり、従来は看板用プロテクター
（道路工事保安施設等）で対応していた。本
技術の活用により、製品耐久性の向上、歩行
者の安全性向上が期待できる。

26 K Y ス マ ー ト フ レ ー ム

KK-220024-VE
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※NETIS掲載期間終了技術を除く

令和５年度 九州地方整備局管内活用件数の多い新技術 発注者指定型

活用効果評価結果

工 種副 題技術名NETIS登録番号番号
環境施工性安全性品質工程経済性

BBBBBB
道路維持修繕

工
鋼構造物全般の塗替時に、工程短縮や長寿命
化が可能になる下塗り塗装システム

サビバリヤーCB-170003-VR01

CBBBAB共通工
地中障害物混在地盤においても施工可能な地
盤改良工法

エポコラムTaf工法
(地中障害物混在地盤対応地盤改良工法)

QS-180012-VE02

事後評価未実施橋梁上部工
狭小部で施工可能な研削材回収型ブラストシ
ステムによる橋梁伸縮装置止水部の補修工法

リフレッシュジョイント工法(REJ工法)QS-190028-A03

事後評価未実施上下水道工管きょの非開削更生技術SPR-SE工法KT-200023-A04

事後評価未実施
道路維持修繕

工
劣化因子の遮断と鉄筋腐食抑制によるコンク
リート構造物の長寿命化

亜硝酸リチウム併用型表面含浸工法
「プロコンガードシステムS」

CG-190024-A05

BBBCBB共通工
小型機を用いた中圧噴射攪拌による変位低減
型地盤改良工法

高トルク型中圧噴射機械攪拌工法
(MITS工法CMS-Sシステム)

QS-190020-VE06

BBBBBB基礎工市街地対応型全地盤対応掘削機ARハンマ工法QS-170042-VE07

事後評価未実施
道路維持修繕

工
アクリル系樹脂注入材をローラや刷毛で塗
布・浸透注入させるひび割れ補修工法

浸透性アクリル系樹脂注入材
「クラックブロック」

QS-230015-A08

事後評価未実施共通工
ICTを活用した施工位置誘導等による効率化や
ヒューマンエラー防止可能な施工管理システ
ム

ICT地盤改良システム『Picture（ピク
チャー）シリーズシステム』

QS-220014-A09

事後評価未実施共通工表面散水で固まる特殊セメント封入布コンクリートキャンバス工法CG-220009-A10

事後評価未実施
道路維持修繕

工
コンクリート構造物の長寿命化を目的とした、
鉄筋腐食の抑制に優れた断面修復工法

亜硝酸リチウム併用型断面修復工法
「リハビリ断面修復工法」

CG-220003-A11

事後評価未実施
道路維持修繕

工
下地視認性を有する省工程コンクリート片剥
落防止工法及びコンクリート表面保護工法

下地視認可能型省工程剥落防止工法
ダイナミックレジン クリアタフレジン
クイック

KT-210087-A12

事後評価未実施
道路維持修繕

工
透明で下地変状が視認できる短時間施工可能
なコンクリート片剥落防止工法

ボンドVMクリア工法KT-210065-A13

事後評価未実施付属施設
抵抗本数1本で一定の耐衝撃性能を有するボ
ラード

ハイパーボラード
（耐衝撃性車止めポール）

KT-210038-A14

事後評価未実施付属施設落石防護柵ライトバリアCB-210004-A15

CBBCBB河川海岸剛性のある化学繊維を用いたかごマット繊維製かごマット「ＦＩＴ－ＣＵＢＥ」KT-200111-VE16

CCCCCB共通工
ICT機能を有さない従来型油圧ショベルを、安価で3次
元マシンガイダンスショベル化するキットおよびシス
テム「Smart Construction 3D Machine Guidance」

後付バックホウ3Dガイダンスシステム
「スマートコンストラクション・レトロ
フィット」

QS-200052-VE17

事後評価未実施付属施設浅層埋設対応型防護柵基礎連続基礎交差点タイプCB-200001-A18

事後評価未実施
道路維持修繕

工

鋼構造物ボルト部の透明型防錆キャップ設置
および有色接着剤つばのみ接着による内部の
見える化

透明ボルトキャップ
(透明ボルトアイキャップ)

KT-190082-A19

事後評価未実施
道路維持修繕

工
塩分吸着剤を混合した新たな塩害対策工法塩分吸着型 乾式吹付工法KT-190023-A20

CCCBCC
コンクリート

工

寒冷地でも酷暑地でも施工可能なハイブリッ
ド型表面含浸材の適用によるコンクリート構
造物の長寿命化

シラン系とケイ酸塩系の特長を併せ持つ
ハイブリッド型表面含浸材
(サンハイドロックL2)

CB-190021-VE21

事後評価未実施橋梁上部工インサートアンカー付鋼製排水溝FDドレンRE (取替容易タイプ)QS-190017-A22

事後評価未実施
道路維持修繕

工
パッチシールクロスと導水パイプを使用した
ボックスカルバート内側目地の止水

パッチシールクロスによる漏水対策工法TH-190004-A23

事後評価未実施共通工
高精度給糸装置を用いた長繊維混入補強土吹
付工

ロービングウォールⅡKT-180143-A24

事後評価未実施
道路維持修繕

工
フライアッシュと亜硝酸系の鉄筋防錆剤を用
いた,ポリマーセメント系防錆モルタル

セルガードKT-180077-A25

事後評価未実施橋梁上部工
ポリウレア樹脂を用いて、道路橋・伸縮装置
の防水性能を改善・向上させることを目的と
する塗膜防水補修工法

ポリウレア樹脂(ライノ・エクストリー
ム)を用いた道路橋・伸縮装置の防水補
修工法

KT-180064-A26

事後評価未実施橋梁上部工
橋梁用ジョイント伸縮ゴム材撤去後、樹脂材
で補修する工法

ゴム劣化取替工法QS-180049-A27

事後評価の凡例

従来技術よりきわめて優れるA

従来技術より優れるB

従来技術と同等C

従来技術より劣るD

令和6年6月現在
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新技術の活用実績
令和５年度 九州地方整備局管内活用件数の多い新技術 発注者指定型

ベースマシンを専用機としたことで、高トル
ク型の単軸式・小型地盤改良機によるスラ
リー中圧噴射と逸走防止板付き攪拌翼を併用
し、幅広い土質に対して従来より品質の高い
円柱状改良体(φ800㎜～φ1600㎜)の造成と
周辺地盤への変位低減が可能となる。

06
高 ト ル ク 型 中 圧 噴 射
機 械 攪 拌 工 法
(MITS工法CMS-Sシステム)

QS-190020-VE  活用促進

亜硝酸リチウムとシラン・シロキサン系含浸
材を組み合わせた亜硝酸リチウム併用型表面
含浸工法である。シラン・シロキサンによる
劣化因子の遮断に加え、亜硝酸リチウムによ
る鉄筋腐食抑制効果とアルカリシリカゲル膨
張抑制効果を付加価値として備えている。

05
亜 硝 酸 リ チ ウ ム 併 用 型
表面含浸工法 「プロコン
ガ ー ド シ ス テ ム S 」

CG-190024-A

老朽化した管路の内部に新管と同等以上の耐
荷、耐久性能を有する管路を構築する工法で
あり、従来は開削により老朽管を新管に入れ
替えて対応していた。本技術の活用により、
非開削で新管と同等以上の自立管構築が可能
となり、工事費削減、工期短縮が図れる。

04 S P R - S E 工 法

KT-200023-A

地盤改良施工において障害となる地中障害物
混在地盤における地盤改良技術であり、従来
は事前に先行掘削工等の補助工法による対応
が必要であった。本技術の活用により、補助
工法が不要となりコスト縮減・工期短縮が可
能となる。

02
エ ポ コ ラ ム T a f 工 法
( 地 中 障 害 物 混 在 地 盤
対 応 地 盤 改 良 工 法 )

QS-180012-VE  活用促進

橋梁用伸縮継手装置(ゴム系ジョイント)の補
修について、狭小部でも素地調整可能なブラ
ストとシーリングにより止水機能を回復させ
る工法で、従来は、3種ケレン+シーリングで
対応していた。本技術の活用により、伸縮継
手の錆を確実に除去できるため、品質が向上
する。

03
リフレッシュジョイント工法
( R E J 工 法 )

QS-190028-A

鋼材の再塗装時に、残存してしまう赤錆が腐
食の進行の原因となっていたが、その赤錆を
塗装により黒錆へ転換させることで、長寿命
化や工程短縮が可能になる錆転換下塗り塗装
技術。

01 サ ビ バ リ ヤ ー

CB-170003-VR

土留杭や既製杭の先行掘削において、土砂か
ら硬岩まで土質が変化しても掘削できる市街
地対応型の全地盤対応掘削機で、従来は、大
口径ボーリングマシン工で対応していた。本
技術の活用により、都市部においても施工性
に優れるハンマ打撃による地盤掘削が可能と
なる。

07 A R ハ ン マ 工 法

QS-170042-VE  活用促進

コンクリート工のひび割れ補修に関する技術
である。従来は低圧注入工法で 対応していた
が、本技術の活用により、注入に係る作業が
削減され、ローラや刷毛に よる塗布浸透作業
のみとなることで施工性の向上や工程短縮を
可能にした。

08
浸透性アクリル系樹脂注入材
「 ク ラ ッ ク ブ ロ ッ ク 」

QS-230015-A

地盤改良施工における施工管理に関する技術
である。設計図面・地盤改良機械の位置情
報・地盤改良における深度、流量等の各種情
報を一元化管理できることにより、施工管理
の効率化、見える化や誤打設等のヒューマン
エラーを防止できるICT地盤改良システムで
ある。

09
I C T 地 盤 改 良 シ ス テ ム
『Picture（ピクチャー）
シ リ ー ズ シ ス テ ム 』

QS-220014-A
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令和５年度 九州地方整備局管内活用件数の多い新技術 発注者指定型

あらかじめ特殊セメントを内部に封入した布
材(コンクリートキャンバス)に表面から水を
散布・浸透させることで内包するセメントを
水で満たし水和・硬化させて、薄層の高強
度・高耐久ライニング層を簡易に形成する工
法である。

10 コンクリートキャンバス工法

CG-220009-A

塩害・中性化によって劣化したコンクリート
を亜硝酸リチウムを混入した断面修復材を用
いて補修する工法である。断面修復材に用い
る亜硝酸リチウムがコンクリート中へ浸透拡
散し、鉄筋の不動態皮膜を再生することで高
い防錆環境を構築する。

11
亜 硝 酸 リ チ ウ ム 併 用 型
断 面 修 復 工 法
「リハビリ断面修復工法」

CG-220003-A

特殊透明樹脂によりコンクリート片のはく落
を防止する技術であり、従来はガラスクロス
接着工法で対応していた。本技術の活用によ
り、施工後に下地の劣化状況を目視確認でき
るため、点検及び維持管理が容易となり、ま
た工程も短縮されているため、経済性も向上
する。

12
下地視認可能型省工程剥落
防止工法ダイナミックレジン
ク リ ア タ フ レ ジ ン ク イ ッ ク

KT-210087-A

従来のボラード機能（車両の視覚的進入抑止、
歩行者・危険物等への接触防止のための注意
喚起等）に加えて、１本で車両の衝撃を吸収
でき安全性を向上させた「ハイパーボラー
ド」。

14
ハ イ パ ー ボ ラ ー ド
（耐衝撃性車止めポール）

KT-210038-A

強靭で耐候性に優れる透明なウレアウレタン
樹脂を用いたコンクリート片剥落防止工法で、
従来はビニロンネットと不透明な樹脂で対応
していた。本技術の活用により、下地の視認、
工期短縮が可能となり、安全性、経済性の向
上が図れる。

13 ボ ン ド V M ク リ ア 工 法

KT-210065-A

軽量かつシンプルな構造で、最大73kJまでの
落石エネルギーに対応可能な小規模落石防護
柵である。従来は、従来型落石防護柵で対応
していた。本技術を活用することにより、落
石防護柵設置工において、経済性・工程・施
工性等が大きく向上する。

15 ラ イ ト バ リ ア

CB-210004-A

土工（ICT）に関する技術である。ICT施工非
対応バックホウをメーカーを問わず安価に3
次元マシンガイダンスショベル化するキット
およびシステムで、従来は、ICT施工対応型
油圧ショベルで対応していた。本技術の活用
により、経済性が向上する。

17
後付バックホウ3Dガイダンス
システム「スマートコンスト
ラクション・レトロフィット」

QS-200052-VE

剛性のある化学繊維を用いた護岸・河床用の
かごマットで、従来は、一般的な被覆鉄線か
ごで対応していた。本技術の活用により、繊
維製でも吊り上げによる変形が生じ難く、合
理的なクレーンによる吊り込み施工が可能と
なるため、施工性および経済性の向上が図れ
る。

16
繊 維 製 か ご マ ッ ト
「 Ｆ Ｉ Ｔ － Ｃ Ｕ Ｂ Ｅ 」

KT-200111-VE

交差点や歩車分離箇所の防護柵工において、
支柱建て込み深さ250mmの設置を可能にし
たプレキャスト連続基礎。従来は、現場打ち
基礎にて対応していた。本技術を活用するこ
とで、浅層埋設物の被りが浅い箇所への防護
柵設置や工期短縮に期待できる。

18 連 続 基 礎 交 差 点 タ イ プ

CB-200001-A
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新技術の活用実績
令和５年度 九州地方整備局管内活用件数の多い新技術 発注者指定型

表面を疎水化しながら空隙の閉塞を同時に行
うことで高い長寿命化効果を持つハイブリッ
ド型表面含浸材である。従来のシラン系とケ
イ酸塩系の特長を併せ持っている。本技術を
使用すればどのような現場でも高い保護効果
を発揮することが期待できる。

21
シラン系とケイ酸塩系の特長
を併せ持つハイブリッド型表
面含浸材(サンハイドロックL2)

CB-190021-VE

透明ボルトキャップつばのみ接着工法で鋼構
造物のボルトを防錆するものである。従来は
有色キャップ内に有色接着剤を充填していた。
本技術の活用により、ボルトが劣化した場合、
点検時透視ができるので、早期対策が可能と
なり鋼構造物の安全性向上が図れる。

19
透 明 ボ ル ト キ ャ ッ プ
(透明ボルトアイキャップ)

KT-190082-A

塩分吸着剤を混合したポリマーセメントモル
タル(PCM)乾式吹付けによる断面修復工法で、
従来は吸着剤を混合しないPCM乾式吹付けで
あった。 本技術の活用により有害な塩化物イ
オンを吸着して無害化するため、さらなる高
耐久性断面が形成でき品質の向上に繋がる。

20 塩分吸着型 乾式吹付工法

KT-190023-A

鋼製排水溝の新設時において取替時の維持管
理性を考慮した場合、別途インサートアン
カーの取付施工を行った後に鋼製排水溝の設
置を行っていた。本技術は鋼製排水溝とイン
サートアンカーを同時に施工出来る為、施工
性の向上が期待出来る。

22
F D ド レ ン R E
( 取 替 容 易 タ イ プ )

QS-190017-A

ボックスカルバート内側目地からの漏水対策
に使用されている樋設置工法の代替として使
用される技術である。本工法により、従来の
課題であった施工部と通行車輌上部の接触に
よる樋の破損が低減出来る上、シートを貼付
するだけの工法の為、大幅な工期短縮に繋が
る。

23
パ ッ チ シ ー ル ク ロ ス に よ る
漏 水 対 策 工 法

TH-190004-A

長繊維混入補強土層を高精度給糸装置を用い
た吹付作業により造成する法面安定工法で、
従来は、現場吹付枠工で対応していた。本技
術の活用により、鉄筋組み立て作業が不要と
なり、作業の省力化・経済性の向上が図れる。

24 ロ ー ビ ン グ ウ ォ ー ル Ⅱ

KT-180143-A

橋梁用伸縮継手補修工事において、突合せ型
ゴムジョイントなどの劣化した伸縮ゴムの部
分を撤去し、新たに伸縮性に優れた樹脂材を
充填する橋梁用伸縮継手補修工法で経済性・
施工性の向上が期待できる。

27 ゴ ム 劣 化 取 替 工 法

QS-180049-A

コンクリート構造物を補修する技術で、従来
はポリマーセメントモルタルにより補修を
行ってきたが、残存錆や塩分の侵入で、再劣
化が起こり易かった。本技術の活用により、
再劣化を防止できるようになり、コンクリー
ト構造物の耐久性の向上が図れる。

25 セ ル ガ ー ド

KT-180077-A

ポリウレア樹脂を用いた道路橋・伸縮装置の
防水補修工法で、従来は、弾性シーリング材
充填工法等で対応していた。本技術の活用に
より、短期間でより耐久性に優れた防水塗膜
を形成する事ができ、道路橋・伸縮装置の長
寿命化が図れる。

26
ポリウレア樹脂(ライノ・エク
ストリーム)を用いた道路橋・
伸 縮 装 置 の 防 水 補 修 工 法

KT-180064-A

52



有用な技術の紹介
推奨技術・準推奨技術

令和6年6月現在

事後評価の凡例

従来技術よりきわめて優れるA

従来技術より優れるB

従来技術と同等C

従来技術より劣るD

活用効果評価結果

有用な技術工 種副 題技術名NETIS登録番号番号
環境施工性安全性品質工程経済性

CBBBBC推奨技術河川海岸
長距離飛行を可能にした近赤外線レーザお
よび緑色光レーザのスキャナー搭載ドロー
ン（UAV）による高精度測量システム

ドローンLidarシステムTDOTKK-200034-VE01

-BA-BB推奨技術道路維持修繕工
有害粉じんのブラスト作業時の熱射病対応
の装備

エコクリーンクールスーツCB-190009-VE02

BBAAAB推奨技術共通工
自動制御によるウォータージェットはつり
処理工法

ウォータージェットはつり処理
工法
(ジェットマスターJMK-2100)

CB-180013-VE03

BBBBBB推奨技術道路維持修繕工橋面舗装2次切削ツースクマンツメQS-170005-VE04

BABBBB推奨技術共通工

軟弱地盤の中に含まれる硬い部分への貫入
能力の向上と支持層への到達を管理画面上
に文字情報として表示する無振動・低騒音
のサンドコンパクション工

SAVEコンポーザーHACB-160026-VE05

BABABB推奨技術調査試験
コンクリート内部に発生したひび割れや空
洞を正確に検査しその場で確認できるシス
テム

Single i工法(シングルi工法)HK-150004-VE06

BABCBB準推奨技術道路維持修繕工
ポリエチレン製保護フィルムを重ねなくて
も剥離剤による溶融や溶剤の浸透が発生し
ないポリエチレン製防炎クロス

養生用防炎クロスCG-210003-VE07

CABBAB準推奨技術共通工
中詰め材に砕石を使用することで施工性向
上や省力化を図る砕石メッシュかご工法

砕石メッシュかご「かご楽」KT-200133-VE08

BBBBBB準推奨技術付属施設
太陽光を電源とした、ソーラー式LED自発
光型クッションドラム

ソーラー式LED
クッションドラムⅡ

HR-180002-VE09

BBCBBB準推奨技術共通工
表層崩壊と表土の移動を抑制する斜面対策
工法

DCネット工法KK-180061-VE10

CBBBBB準推奨技術共通工傾斜地、丘陵地に設けるプレキャスト階段法面設置点検用階段・非常階段SK-180020-VE11

CBBBBB準推奨技術付属施設
既設の視線誘導標等に被せて貼付る高輝度
デリネーター

ポストウィングシリーズKT-170070-VE12

-B-B-B準推奨技術共通工
杭工事、地盤改良工事のリアルタイム施工
情報可視化システム

杭・地盤改良施工情報可視化シ
ステム
【3Dパイルビューアー】

KT-170030-VE13

BABBBB準推奨技術トンネル工
電源線および制御線のプレハブ化による、
施工効率および接続品質の向上

EGy防水コネクタCB-170026-VE14

BBCBBB準推奨技術仮設工
施工中に得られるデータを活用した地盤評
価を基に自動制御運転を行う圧入工法

PPTシステムSK-170006-VE15
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有用な技術の紹介
推奨技術・準推奨技術

令和6年6月現在

事後評価の凡例

従来技術よりきわめて優れるA

従来技術より優れるB

従来技術と同等C

従来技術より劣るD

活用効果評価結果

有用な技術工 種副 題技術名NETIS登録番号番号
環境施工性安全性品質工程経済性

BBBCAC準推奨技術付属施設
水性路面標示用塗料の乾燥を著しく早める
工法

ロードライン マーキュリー ド
ライサポート工法

KT-160124-VE16

BBCBBB準推奨技術共通工
硬質地盤に適応した大径・低変位の深層混
合処理工法

CI-CMC-HA工法QS-160049-VE17

CBBBBB準推奨技術橋梁上部工

製品素材にステンレスを用い、ステンレス
フィルター又は多孔質防滑透水ゴムフィル
ターを有するクリーニングオフの鋼製排水
溝

GブロックドレインKT-160064-VE18

BBADBD準推奨技術
港湾・港湾海岸

・空港

吊上作業の機械化により迅速・低コスト・
安全に施工でき、大型ブロックに対応可能
な消波ブロック吊上装置

消波ブロック吊上装置『F3C』KKK-160001-VE19

BBBBBB準推奨技術共同溝工
電線共同溝において接着剤を使用せずワン
タッチで接続できるさや管。

電線共同溝(通信)用接着レスさ
や管

KT-150113-VE20

ABBBBB準推奨技術調査試験
パルス渦流法、超音波法を併用した路面境
界部(地際腐食)の非破壊検査システム

鋼製埋設部路面境界部の損傷判
定、診断方法

KK-150069-VE21

AABAAB準推奨技術調査試験
表層コンクリートの透気性能を非破壊かつ
簡単に測定

透気試験機「パーマトール」QS-150029-VE22

CBABBD準推奨技術仮設工

長大なチェーンピッチと無隙間無段差のフ
ロアで快適な作業空間を提供する床先行施
工型の安全性の高いシステム型吊足場の技
術

先行床施工式フロア型システム
吊足場(クイックデッキ)

TH-150007-VE23

CBCBBB準推奨技術橋梁上部工
・上面+側面集水型「D3(ディースリー)パ
イプ」
・側面集水型「ジョイントドレーン」

橋梁用埋設型排水桝HK-140002-VE24

BBBCAA準推奨技術調査試験
超音波による路面境界部の非破壊検査シス
テム「キズミー1」

支柱路面境界部検査システムKT-130057-VE25

BBBBBC準推奨技術調査試験

点検時の交通規制が不要で、高速走行しな
がらトンネル覆工壁面カラー画像と高精度
な三次元空間位置データを効率よく取得す
るシステム

走行型高速3Dトンネル点検シ
ステム MIMM(ミーム)

KK-130026-VE26

BCCBCD準推奨技術付属施設
塩害および凍害による劣化に対して優れた
耐久性を有するプレキャスト張り出し歩道

ハレーサルト張り出し歩道CG-130006-VE27
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有 用 な 技 術有 用 な 技 術
推奨技術・準推奨技術

近赤外線レーザまたは緑色光レーザのスキャ
ナ搭載ドローンに、陸域および水面下の対象
物の3次元座標を自動で取得・図化する技術
であり、従来は航空レーザ測量＋深浅測量で
対応していた。本技術の活用により、経済
性・品質・施工性・周辺環境の向上と工程短
縮が期待できる。

01
ド ロ ー ン L i d a r
シ ス テ ム T D O T

KK-200034-VE  推奨

夏季の密閉された足場内で有害塗膜除去のブ
ラスト作業時に使用する熱中症対策の装備と
して、又特定粉じん作業における有効な呼吸
用保護具(送気マスク)として使用できる。従
来は、化学防護服と電動ファン付呼吸用保護
具を着用の為熱中症になる危険性があった。

02
エコクリーンクールスーツ

CB-190009-VE 推奨

超高圧水によりコンクリート床版のはつり作
業を行う工法です。人力では保持が不可能で
あった、大水量の超高圧水を機械に保持させ
自動制御させることで、施工箇所に対し安定
的、均一に噴射します。ウォータージェット
工法の安全性と品質の向上に貢献する。

03
ウォータージェットはつり
処理工法 (ジェットマスター
J M K - 2 1 0 0 )

CB-180013-VE  推奨

軟弱地盤の中に含まれる硬い部分(N値35程度
の砂層まで)への貫入能力が向上した無振動・
低騒音のサンドコンパクションパイル工であ
る。支持層へ到達したことを、管理装置の画
面上に文字情報として表示できるシステムを
装備した。

05
S A V E コ ン ポ ー ザ ー H A

CB-160026-VE  推奨

1.コンクリート内部に発生したひび割れや空
洞、剥離等を正確にその場で検査できる。
2.穿孔穴から特殊カラー樹脂を注入すること
で、同一箇所から再穿孔しても角欠けが起き
ず内視鏡で動画等の正確なデータを取得し、
1枚の写真化にしてコンクリート色と樹脂の
色分けができる。

06
S i n g l e i 工 法
( シ ン グ ル i 工 法 )

HK-150004-VE  推奨

鋼構造物等の塗装に用いる耐薬品性防護シー
トで、従来は塩ビ製防炎シートの上にポリエ
チレン製保護フィルムを使用していた。本技
術の活用により、保護フィルムを重ねなくて
も剥離剤による溶融や溶剤の浸透が発生しな
い軽量で防炎性能を有したクロスである。

07
養 生 用 防 炎 ク ロ ス

CG-210003-VE  準推奨

網目を細目化しＬ型本体パネルと中枠で構成
され、中詰め材に砕石（４０ｍｍ以上）を使
用するドレーン工等に適用可能なかご工で、
従来はかごマット工で対応していた。本技術
の活用により、工程の短縮、経済性の向上及
び施工性の向上が図れる。

08
砕 石 メ ッ シ ュ か ご
「 か ご 楽 」

KT-200133-VE  準推奨

ソーラー充電式の赤色LED内蔵の内照式クッ
ションドラムであり、従来は商用電源や発電
機により蛍光灯を発光する製品で対応してい
た。本技術の活用により経済性や、夜間の視
認性、安全性が向上する。また、騒音やCO2
排出等の環境負荷を軽減できる。

09
ソ ー ラ ー 式 L E D
ク ッ シ ョ ン ド ラ ム Ⅱ

HR-180002-VE  準推奨

道路維持修繕工における舗装版剥ぎ取りにお
いて、1次剥ぎ取りを切削機で行い、2次剥ぎ
取りとしてバックホウの刃先に特殊なエッジ
(クマンツメ)を取付剥ぎ取るもので、従来の
様な剥ぎ残しが少なくなる為、作業効率の向
上が期待できる。

04
ク マ ン ツ メ

QS-170005-VE  推奨
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有 用 な 技 術有 用 な 技 術
推奨技術・準推奨技術

高強度ネット、ひし形状に配したケーブルと
その交差部に打設したロックボルト・プレー
トで構成される地山補強工法であり、従来は
吹付法枠工・ロックボルト工である。本技術
の活用により経済性と施工性の向上、工程短
縮、周辺環境への影響抑制が期待できる。

10
D C ネ ッ ト 工 法

KK-180061-VE  準推奨

主に傾斜地等における現場の点検管理に用い
る組立式階段であり、階段部分への手摺設置
を可能とした技術である。従来の手摺は階段
部分とは別に杭の打込み等が必要であるが、
本技術の活用によりそれらの工程が不要とな
るため、施工性及び経済性の向上が期待でき
る。

11
法 面 設 置 点 検 用
階 段 ・ 非 常 階 段

SK-180020-VE 準推奨

既設の視線誘導標等に被せて貼付る高輝度デ
リネーターで、従来は既設の視線誘導標等の
更新で対応していた。本技術の活用により、
既設の視線誘導標等に被せるだけで高輝度の
表示面となり、通行車両等からの視認性が大
きく向上するため、安全性の向上が図れる。

12
ポ ス ト ウ ィ ン グ シ リ ー ズ

KT-170070-VE  準推奨

ワンタッチで電線を接続する防水コネクタ技
術である。従来は現場にて電線の皮むき接続
作業を行い、作業者の技量による要素が大き
く、工期短縮と接続作業品質の向上が期待で
きる。さらに、半嵌合状態でのコネクタ接続
を防止する機能を有する。

14
G y 防 水 コ ネ ク タ

CB-170026-VE  準推奨

施工中に得られるデータを活用し、圧入機自
身が自動制御により施工する圧入工法であり、
従来は事前調査資料を基にオペレーターが手
動で圧入施工していた。本技術の活用により
施工の最適化及び省人化が図れるため、経済
性及び施工性の向上が期待出来る。

15
P P T シ ス テ ム

SK-170006-VE  準推奨

水性型路面標示に特殊硬化液を塗布し速乾さ
せる工法で、従来は、区画線設置工法(水性路
面標示用塗料)で対応していた。本技術の活用
により、塗膜乾燥が早いため工程の短縮が図
れ、突然の降雨による塗料流出の防止となり
周辺環境への影響の向上が図れる。

16
ロードライン マーキュリー
ド ラ イ サ ポ ー ト 工 法

KT-160124-VE  準推奨

杭打ち、地盤改良施工において施工情報をリ
アルタイムに可視化し記録する技術で、従来
は施工現場内において人による計測、誘導、
監視で作業を行っていた。本技術の活用によ
り、従来目視出来ない地中の杭が常時確認で
きる為、品質と経済性、施工性の向上が図れ
る。

13
杭 ・ 地 盤 改 良 施 工
情 報 可 視 化 シ ス テ ム
【3Dパイルビューアー】

KT-170030-VE  準推奨

土粒子の流動性を高めるエジェクター吐出(セ
メントスラリーの霧状噴射)および新型撹拌翼
の作用によって≪硬質地盤への適応≫≪低変位
施工≫≪大径改良体によるコスト縮減と工期短
縮≫を実現した深層混合処理工法(CI-CMC-
HA工法)。

17
C I - C M C - H A 工 法

QS-160049-VE  準推奨

雨水吸水部にステンレス製又はゴム製フィル
ターを設けた鋼製排水溝である。従来は、排
水桝と排水管による排水処理で対応していた。
本技術は、構造上ゴミや枯葉が入らないため、
清掃作業の省力化による施工性の向上と排水
能力の安定により品質が向上する。

18
G ブ ロ ッ ク ド レ イ ン

KT-160064-VE  準推奨
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有 用 な 技 術有 用 な 技 術
推奨技術・準推奨技術

独自装置による消波ブロック吊上作業の機械
化を行う技術であり、従来は潜水士作業によ
る吊上げ方式(玉掛け方式)で対応していた。
本技術により機械式吊具の遠隔操作による無
人化を実現し、迅速且つ低コストで安全な消
波ブロックの据付・撤去の施工を可能にする。

19
消 波 ブ ロ ッ ク 吊 上 装 置
『 F 3 C 』

KKK-160001-VE  準推奨

電線共同溝用共用FA方式及び1管セパレ-ト方
式で使用する接着レスさや管で、 従来は接着
剤を使用した接着接合で対応していた。 本技
術の活用により、接着剤での接合が不要とな
り、施工性・施工品質の向上、施工コストの
削減が図られる。

20
電 線 共 同 溝 ( 通 信 ) 用
接 着 レ ス さ や 管

KT-150113-VE  準推奨

パルス渦流法による迅速スクリーニング及び
超音波表面SH波法による詳細検査を組合せ、
効率的に路面境界部の損傷状況を可視化する
ことを特徴とし、本技術の活用により品質、
経済性、安全性、施工性の向上と工程の短縮
が期待できる。

21
鋼 製 埋 設 部 路 面 境 界 部 の
損 傷 判 定 、 診 断 方 法

KK-150069-VE  準推奨

表層コンクリートの透気性能を非破壊かつ簡
単に測定できる装置で、従来は、コンクリー
ト構造物から採取したコアを用いた加圧透水
試験で対応していた。本技術の活用により、
表層コンクリートの品質や表面保護材の効果
等を容易に測定できるため、確実な品質確認
が期待できる。

22
透 気 試 験 機
「 パ ー マ ト ー ル 」

QS-150029-VE  準推奨

従来型のパイプ式吊足場をシステム化する事
により ①熟練工でなくても容易に吊足場が構
築可能 ②高強度材の使用により最大吊り
チェーンピッチ5m、跳ね出し床最大5mを実
現 ③最大100㎡程度の4点ユニット吊りによ
り工期と高所作業の削減を実現。

23
先行床施工式フロア型シス
テム吊足場(クイックデッキ)

TH-150007-VE  準推奨

コンクリート床版上の雨水を排水するための
床版排水用の雨水桝である。 伸縮装置取り換
え工事と同時に設置を行い、遊間を利用して
排水する技術である。 コアドリルによる削孔
作業が不要なため施工が早いのが最大の特徴
である。

24
橋 梁 用 埋 設 型 排 水 桝

HK-140002-VE  準推奨

複数のモードの超音波を使用して支柱路面境
界部の検査を行う技術で、従来は、掘削後に
目視および超音波厚さ計で行う検査で対応し
ていた。本技術の活用により、掘削・復旧の
工程がなくなるので、工期短縮、安全性の向
上が図れる。

25
支 柱 路 面 境 界 部
検 査 シ ス テ ム

KT-130057-VE  準推奨

道路トンネル定期点検を車両の高速走行で覆
工面カラー画像と3次元空間位置データを計
測するシステムで、従来は近接目視点検で対
応していた。本技術の活用により、経済性・
安全性・点検精度の向上、効率化、正確・客
観的な変状展開図作成が可能となる。

26
走 行 型 高 速 3 D ト ン ネ ル
点 検 シ ス テ ム
M I M M ( ミ ー ム )

KK-130026-VE  準推奨

セメントの60%と細骨材の100%を高炉スラ
グに置き換えることにより、塩害および凍害
に対して耐久性を向上させたプレキャスト張
り出し歩道である。本技術の活用により耐塩
害性能と耐凍害性能を兼ね備えた高耐久性構
造物が構築可能である。

27
ハレーサルト張り出し歩道

CG-130006-VE  準推奨
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